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「環境・社会報告書 -Sustainability Report-2012は、
国産の間伐材パルプ10％と市場回収古紙（表紙8％、
本文50％）からつくられた「間伐紙」を使用しています。
間伐材の活用が、国内林業の活性化と地球温暖化対策に
貢献できれば幸いです。
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環境・社会報告書
「環境」と「社会」に関するトップス
テートメント、地球温暖化対策、循
環型社会構築、環境リスクマネジ
メントなどに関する「環境報告」、地
域社会、お客様・調達先、株主・投資
家、小・中・高・大学生や教員、従業
員、社外団体・NGOなどのさまざま
なステークホルダーに関する「社会
性報告」を記載しています。

アニュアルレポート
新日鉄グループの新商品・技術開発
の紹介、企業価値の向上による持続
的成長についての社長メッセージ、
連結業績ハイライト、事業の概要、
コーポレート・ガバナンス、ステー
クホルダーとのコミュニケーション
活動、関連会社、財務情報、投資情
報など、主として「経済」を中心とし
た年次報告を記載しています。

ア ニュア ルレポ ートと
環 境・社 会 報 告 書 の 報 告 範 囲

報 告 対 象 期 間
数量データは2011年度（2011年4月～ 2012年3月）
を対象としていますが、活動内容については一
部2012年4月～6月の取組み実績も対象として
います。

参考ガイドライン
●GRI（Global Reporting Initiative）
「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン
第三版」
●環境省
「環境報告ガイドライン（2007年版）」

※ 本報告書内の マークの内容は、当社WEB
サイト上の「環境・社会データ集 2012（2012 年 9月発行予定）」
でご覧いただけます。

WEB

編 集 方 針
新日鉄は、1998年に国内鉄鋼業で初めて環境
報告書を発行して以来、本年度で15回目の発
行に至りました。本報告書は、当社の「環境報
告」と「社会性報告」を中心に、一部の内容につ
いては国内外の関係会社の活動も対象として
います。

報 告 対 象 組 織
●環境・社会的側面：新日鉄グループおよび国
内外の関係会社362社の活動を対象として
います。

●経済的側面：経済報告の内容についてはア
ニュアルレポート2012（2012年6月発行）もご参
照ください。

※関係会社の一覧は当社WEBサイトに掲載し
ています。
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Materials
(steel)

Products
鉄鋼製品

鉄原料
Materials

(plastic)

化学原料

Recyclable wastes
資源ゴミ

リサイクル 鉄づくり

Products
プラスチック製品

Steel scrap
スクラップ（鉄）

H2
水素

コークスを製造する過程で発生するガスに
水素が約55%含まれていることから、

この水素を利用して鉄鉱石を還元することで、
CO2排出の大幅削減を実現する研究を進めています。

鉄づくりの技術は、
　  のリサイクルを支えています。

　鉄鉱石を原料に鉄鋼製品が生まれ、やがて鉄ス
クラップとなり、再び鉄原料に戻るように、鉄はさ
まざまに形を変えて何度でも再利用が可能な環境
に優しい“暮らしの基礎素材”です。また、新日
鉄グループの技術や設備を活かして、廃プラスチッ
クや廃タイヤなど、社会で発生するさまざまな使

用済み製品の再資源化にも貢献しています。
　私たちは、鉄づくりとリサイクルという2つの側
面から地球温暖化対策を推進するとともに、｢循環
型社会｣ を実現する、新しい社会システムのつな
ぎめの役割を果たしていきたいと考えています。

未来の循環型社会システムを担う、新日鉄グループ

鉄鋼製品の生産には、
資源豊富な鉄鉱石と、

それを還元する石炭のほか、
社内で発生したスクラップ、
社会で使命を終えて
回収されたスクラップが
使用されています。

容器包装廃プラスチックは各
地方自治体により分別回収さ
れ、製鉄所に搬送されていま
す。新日鉄は日本全体で回収
されるもののうちの約30%を
再資源化しています。

プラスチックリサイクルで生
まれた再生油（化学原料）は、
樹脂ペレット、容器包装、ベン
ゼン・トルエン、塗料、電子材
料などの製品に活用されてい
ます。

コークス炉の設備・機能（コー
クス炉化学原料化法）を用い
て、使用済みプラスチックを
熱分解し、水素・メタンなどの
分解ガス、炭化物、再生油に資
源化しています。

寿命を終え、スクラップとして
回収された鉄鋼製品は、社内
で発生したスクラップや、そ
の他の加工スクラップとあわ
せて、ほぼ全量がリサイクル
されています。

製鉄所等で生まれた製品は、
身近な調理器具や文房具か
ら、自動車や高層ビル、パイプ
ラインや宇宙探査機まで、い
たるところで社会を支えてい
ます。

高炉の中で焼結鉱とコークス
を化学反応させて取り出され
た鉄は、精錬や鋳造などの工
程を経て、圧延・加工され、厚
板や薄板、鋼管、線材、形鋼な
どに姿を変えます。

全国の製鉄所は、
一般家庭や他産業で発生した
容器包装廃プラスチックや

廃タイヤなど、さまざまな廃棄物を
リサイクルする機能を有し、
循環型社会の中心的役割を

果たしています。

∞無 限

『環境・社会報告書2012の報告対象組織』

WEB
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り良い環境を創造するとともに、安全で安心な社会・
生活を支えていくことが、いつの時代も変わらぬ社
会的使命である、との考えに立って、環境経営に全力
で取り組んで参ります。

　極めて高いリサイクル性をはじめとして、環境に
対して様々な優れた特性を持つ鉄が、社会から常に
必要とされる、暮らしの基礎素材であり続けること
は揺るぎません。当社は、鉄の秘める可能性を極限
まで追及し、3つのエコ（エコプロセス、エコプロダクツ®、
エコソリューション）を梃子として、環境保全と経済発
展の両立に、これまで以上に貢献していく考えです。
とりわけ、人類共通の課題である地球温暖化問題に
関しては、エコプロセス（環境に配慮した鉄の製造工程）を
通じて、CO2排出量の削減目標を確実に達成するよ
う、引続き努力して参ります。また、省エネルギー
に極めて効果のある高強度高張力鋼板（ハイテン）や
電磁鋼板の拡大に加え、再生可能エネルギーの普及
を支える製品を積極的にお届けすることによって、

エコプロダクツ®（環境に優し
い鉄鋼製品）の比率を一層高め
ていく考えです。エコソ
リューション（環境・省エネ問
題を解決する提案）では、中国を
はじめインド、ブラジル、ベ
トナム等、伸び行く海外の
鉄鋼業に対して、当社が持
つ世界最高水準の省エネ技
術や、環境マネジメントシ
ステムを提供することに
よって、地球全体の環境負
荷の低減を図っていきます。
　また、当社グループ事業
（鉄、エンジニアリング、化学、都市

開発、新素材、ITソリューション)

は、環境・エネルギーの分
野においても、特色ある製
品群を取り揃えており、その範囲は、身の回りの生
活用品、社会資本、人工衛星まで極めて多岐に亘っ
ています。今後も、これまで以上にグループの技術
先進性を結集するとともに、当社ならではの総合力
を最大限発揮することによって、環境保全にお役に
立つことは勿論のこと、自然・景観を維持しながら、
災害から生命と暮らしを守る活動を続けて参ります。
　当社は、自然や暮らしを守るための実効ある取組
みを経営に組み込みながら、社会と共生し、永続的
に発展していくことを目指しています。この観点か
ら、新日鉄発足以来、40年余をかけて整備してきた
製鉄所構内の“郷

ふるさと

土の森づくり”を未来の世代に引き
継ぎ、緑豊かで多様な生物が集う、環境に優しい製
鉄所作りを続けていく考えです。また、鉄鋼スラグ
によって、海の動植物の生育に不可欠な鉄分供給を
行い、失われた藻場の再生を目指す“海の森づくり”
も、積極的に取り組んでいきます。

　企業が豊かな社会創造に参画し、貢献していく
ためには、法令等の厳守、環境・安全・防災等の
実力を向上させること等によって、社会から信頼
され、選ばれ続けることが不可欠です。このため、
社員一人ひとりがCSR(企業の社会的責任)をきちんと
理解し、自律的に実行する土壌づくりを強力に推
進して参ります。また、お客様はもとより、地域

の住民・行政、研究者、環境NGO等、多様なステー
クホルダーの方々との密接な交流を通じて、環境
経営のレベルを一層向上させていく考えです。
　当社は、本年10月1日を以て、住友金属工業(株)
と経営統合致します。両社は、経営統合により、「優
れた経営資源の結集と得意領域の融合」を徹底的
に追求するとともに、「国内生産基盤の効率化と
海外事業の拡大」などの事業構造改革も加速化し
ます。これらを早期に実現することで、スケール、
テクノロジー、カスタマーサービス等、全ての面
でレベルアップした、「総合力世界No.1の鉄鋼
メーカー」であり続けることを目指して参ります。
環境・エネルギー分野においても、両社が培って
きた世界最高水準の技術に、更に磨きをかけるこ
とによって、国内はもとより世界中の環境保全・
省エネルギーの向上、豊かな社会の創造に貢献し
ていく考えです。
　環境・社会報告書2012は、当社としては最後
の発刊となりますが、是非手に取って頂き、環境
をはじめとする当社のCSR活動に対してご理解
を深めて頂くとともに、新会社となる「新日鉄住
金」の今後の環境経営にご期待頂きたく、何卒宜
しくお願い申し上げます。

代表取締役社長

おわりに

より良い環境を創造するとともに、
安全で安心な社会・生活を支えていきます。

　日頃は当社に対して多大なご理解とご支援を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　さて、欧州の債務危機や原油高の影響等が引き続
き世界経済のリスク要因となる中で、日本経済は、円
高や電力供給の制約等の難しい課題を抱え、先行き
に対する不透明感は一層深まっております。
　環境問題については、昨年南アフリカで開催され
たCOP17（気候変動枠組条約第17回締約国会議）において、
全ての国が参加する将来の枠組みを今後議論するこ
とが合意される等、一定の成果を得ました。一方、国
内では原発事故に端を発して、当面の電力供給不安
への対応に加え、将来に亘るエネルギーベストミック
スの在り方が極めて重要な課題となっています。同
時に、エネルギー政策と表裏一体の地球温暖化対策
について、CO2に係る我が国の中期削減目標を見直
す必要があります。
　このように現在、我が国の産業・経済は、重大な岐
路に立っていますが、当社は基礎素材産業として、よ

はじめに

Top Statement トップステートメント

目指すべき環境経営

※図の各項目における内容例など詳細については、当社WEBサイトで報告しています。

『2050年に向けての環境・エネルギーの取組み』

WEB

2050年に向けての環境・エネルギーの取組み
2000 2010 2020 2030 2040 2050

世界全体で
CO₂排出半減に向けた
長期的な取組み

ポスト
京都議定書
（2013年以降）

京都議定書目標の
達成
（2008～2012年）

鉄
づ
く
り
を
中
核
と
し
て
、
豊
か
な
価
値
の
創
造
・
提
供
を
通
じ

産
業
の
発
展
と
人
々
の
暮
ら
し
に
貢
献

環
境
調
和
型
の
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現

製品性能による省エネルギー・CO2削減への貢献

環境保全・資源保全・化学物質管理に資する製品

循環型社会に貢献する長寿命・リサイクル対応製品

鉄鋼スラグ固化体などの副産物の有効利用

持続可能な社会構築に
向けた省エネ・
省資源に資する
エコプロダクツ®の提供

エ
コ
プ
ロ
ダ
ク
ツ
®

エ
コ
プ
ロ
セ
ス

原料の効率的利用の推進

廃棄物・バイオマスなどの利用拡大等

エココンビナート・エコタウン

省エネルギーの一層の推進

COURSE50 の推進、実用化

社内発生物の資源化

世界最高レベルの
資源・エネルギー
効率による生産

エ
コ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

海の森づくり

郷土の森づくり

環境共生の街づくり

循環型社会に貢献するソリューションの提供

省エネ・省資源に貢献するソリューションの提供

グローバル・セクトラル・アプローチ 地球全体を
視野に入れた
省エネ・環境問題の
解決提案
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Eco InnovationNIPPON STEEL GROUP’S

特集

新日鉄グループ
の

エコ・イノベーション
未来のエコ・ライフと、鉄。その深淵な関係性を紐解きます。
持続可能な社会に向けて、鉄がこれまでもたらしてきた

数々のイノベーションと、これから与えるインパクトについて。
物語は、宇宙の誕生から始まり、21世紀、そして未来へと続きます。

私たちの生
い の ち

命（Life）と生
く ら し

活（これもLife）を支える、鉄の物語。
137億年という悠久のタイム・スケールで歩いてみてください。

新 日 鉄 が 取 り 組 む 3 つ の エ コ

宇宙の誕生
から

鉄の歴史を

みてみよう
！

新日鉄は
3つのエコで
イノベーションに
挑むのね

つくるときからエコ
新日鉄は世界最高レベルの資源・
エネルギー効率で鉄鋼製品を生産
しており、常に、さらなる効率改善
による環境面に配慮したエコプロ
セスを目指します。

つくるものがエコ
世界をリードする技術力で、環境
にやさしいエコプロダクツ®を生
産・提供し、持続可能な社会構築
に向けた省エネ・省資源に貢献し
ています。

提案・解決がエコ
さまざまな省エネ・環境問題を解
決する提案を行い、環境負荷低減
や環境保全に貢献しています。ま
た、技術移転など地球全体を視野
に入れた解決提案も推進します。

従業員数推移（連結） （単位：人） （単位：%）

製鉄事業

エンジニア
リング事業

都市開発事業

2011 年度
売上高
構成比

新日本製鐵（株）
新日鐵住金ステンレス（株）
日鉄住金鋼板（株）
日鐵住金建材（株）
大阪製鐵（株）
アイエヌ・コート（米国）
アイエヌ・テック（米国）
サイアム・ユナイテッド・
スティール（タイ）等

新日鉄エンジニア
リング（株）等

化学事業

システム
ソリューション事業

新日鐵化学（株）等

新日鉄ソリューションズ（株）等
（株）新日鉄都市開発等

新素材事業
新日鉄マテリアルズ（株）等

82

5
6

14 2

事業セグメント別連結売上高構成比（単位：%）

財 務 関 連 指 標

社名 新日本製鐵株式會社
（英文名：Nippon Steel Corporation）

本社
〒100-8071 
東京都千代田区丸の内二丁目6番1号
TEL.03-6867-4111（代表）

設立 1970年（昭和45年）3月31日
社長 宗岡 正二

資本金 419,524百万円（株主総数407,504名）
上場証券取引所 東京、大阪、名古屋、福岡、札幌

従業員数 60,508名（連結）

グループ 連結対象子会社 286社　
持分法適用関連会社 76社

会 社 概 要

（内訳）
アジア
中南米
北米
大洋州
欧州
中近東
アフリカ

70%
7%
6%
5%
5%
5%
2%

67%
国内

33%
輸出

2011年度
売上高
構成比

地域別売上高構成比（連結）

40,000

50,000

30,000

60,000

20,000

10,000

60,508

2007 2008 2009 年度2010 2011

48,757 50,077 52,205 59,183

0

（単位：億円）

3,000

4,000

6,000

5,000

2,000

1,000

2007 2008

1,430

2009 年度
0

2010

5,641 3,361 118 2,263

2011

経常損益推移（連結） （単位：億円）売上高推移（連結） 当期純利益推移（連結） （単位：億円）

4,000

3,000

2,000

1,000

0
2010 年度2007 2008 2009 2011

5853,550 1,550 ▲115 932

30,000

40,000

50,000

20,000

10,000

2007 2008

40,909

2009
0

年度2010 2011

48,270 47,698 34,877 41,098

（単位：万トン）粗鋼生産高推移※

3,000

4,000

2,000

1,000

0

3,4083,817 3,294 3,114 3,641

年度20112009 201020082007
※新日鉄および関連電炉会社等5社（➡P28参照）。

※各事業セグメントの売上高の比率は、連結売上高（内部取引消去前）に対する比率。

経済性報告

経営トップ

新日本製鐵（株）

化学事業
新日鐵化学（株）

システムソリューション事業
新日鉄ソリューションズ（株）

新素材事業
新日鉄マテリアルズ（株）

エンジニアリング事業
新日鉄エンジニアリング（株）

都市開発事業
（株）新日鉄都市開発 製鉄事業

連結コーポレート
機能研究開発

事 業セグメント体 制
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鉄

の

歴

史

新

日

鉄

誕

生

へ

新しい、何かが生まれる瞬間。
そこには、いつも「鉄」があった。
それまで無かったものが、新しく誕生すること。それがイノベーションの意味です。
鉄は、宇宙の誕生から、文明社会の発展まで、いつの時代も文明の要

かなめ

として、
私たちのLife（生命・生活）を支えてきました。鉄の特性がそれを可能にしたのです。

鉄の
特性
CHARACTER of IRON

球重量の1/3以上にも及びます。
つまり、鉄は埋蔵量が豊富で資
源として枯渇する恐れがないの
です。安価でありながら高い強
度をもつ鉄は、持続可能な社会
に最適な素材といえます。加工

資源枯渇とは無縁　鉄は「持続可能な」素材
性に優れ、日用品から車、ビルの構造材
として幅広く使われている一方、「電気
を生み出す力」を利用して、発電所では
モーターとして活躍しています。
　また、鉄づくりの現場ではあらゆる化
学反応が扱われます。1,700度の高温
からマイナス200度の極低温まで、固体
から気体までというように。そうした製
鉄所の技術や設備を活かして、リサイク
ル活動にも貢献できるのです。　

生命
と鉄
LIFE & IRON

　鉄は生物にとっても基本的な栄養素
です。地球上のほとんどの生命体が生
命維持に鉄を利用しています。人間の
体内では、鉄の多くは血液中のヘモグロ
ビンに存在しています。ヘモグロビンは、
呼吸で体内に取り入れた酸素を体のす
みずみまで運び、エネルギーに変換する
大切な役割を担っています。植物の光
合成にも鉄は利用され、たとえば稲の生
長にも鉄分は不可欠です。

食べて「鉄分」補給　それは安全性の保証
　ここからわかるのは、鉄が生物にとっ
て「毒性がなく、安全な素材」ということ。
生命維持を支え続けてきたことから、鉄
の安全性は137億年の歴史が保証して
いるといえます。また、「生命を守る」と
いう点では、鉄は有害な宇宙線（放射線
など）から人体を守るバリアーの役目も
果たしています。これは、鉄のつくりだ
す磁場の働きによるものです。

　約4000年前、鉄器の発明は農作業の
大幅な効率化をもたらし、農耕文明発展
の起爆剤となりました。以来、製鉄技術
は着々と進化し続け、近代社会以降は
「鉄は産業の米」「鉄は文明の尺度」とい
われ、経済や産業の発展に極めて重要
な役割を果たしました。その象徴が、
人々の生活に劇的なイノベーションを
与えた産業革命です。機械による効率
化と電気文明の発展によって産業や生

文明のイノベーションを支えた「鉄」の存在
活を大きく変化させた産業革命は、鉄の
存在なくしてありえないものでした。
　20世紀になると、鉄の高度利用はさ
らに加速しました。建築物や機械の構
造を支える素材として、あらゆるところ
で鉄と鉄づくりの技術が使われていま
す。そして21世紀。世界の鉄鋼需要が
増加していくなかで、「新しい鉄の時代」
に向けて、次なるイノベーションに期待
が膨らみます。

年前 億年前 億年前 年前
137億 46 38 7000 4000

年前

ビッグバンによって誕生し
た宇宙では、元素の合成が
進むとすぐに鉄が生まれ、や
がて星や銀河が形成されま
した。その後、恒星の大爆
発により鉄は宇宙空間にま
き散らされたといわれます。

宇宙の誕生
太陽系が誕生した時、太陽
系の材料となった物質には
鉄が多く含まれていました。
その星のひとつが地球です。
以来、鉄は生命の進化を見
守り、生命で賑わう地球の
歴史を支えてきました。

地球の誕生
原初に誕生した生命が進化
し、約30億年前に「シアノバ
クテリア」が生まれました。
シアノバクテリアが光合成
によって地球上に酸素をつ
くりだす際に、鉄は重要な役
割を果たしました。

生命の誕生
約600万年前にヒトは類人
猿から分かれて進化を開始
します。人類の文明の起源
を農耕による定住生活の始
まりとすれば、7000年前の
チグリス・ユーフラテス文
明がその端緒です。

文明の誕生
最初の製鉄は西アジアの
ヒッタイト人によって始ま
りました。ヒッタイト帝国は、
青銅よりも切れ味の良い鉄
剣や鉄輪の戦車などによっ
て、強国エジプトを脅かした
といわれています。

製鉄の始まり
技術革新は鉄の大量生産、
安価な供給を可能としまし
た。この鉄の活用によって、
蒸気機関を動力源とする紡
績機などの各種新型機械の
生産や電気文明が発展し、
産業革命が起こりました。

産業革命
19世紀以降、鉄の技術は一
層の発展を遂げ、飛行機、高
速道路、ロケット、高層ビル、
発電所・道路等のインフラ
整備などに利用され、鉄は
人類に多大な豊かさをもた
らしました。

鉄の高度利用
第二次世界大戦後の1950
年代に入ると、鉄鋼需要は
激増しました。そのニーズ
に応え、日本で最初の大型
高炉（戸畑第1高炉）が八幡製鉄
所に誕生。鉄鋼の安定供給
を実現しました。

大型高炉の誕生
従来の平炉を用いた製鋼工
程では約4時間を要した精
錬を、約30分で行える画期
的な「転炉」が誕生。鉄鋼生
産性は一挙に10倍へと飛躍
的に向上し、省エネルギー
にも寄与しました。

転炉の誕生
高度経済成長期に入り高品
質な大型鋼板の需要が高ま
るなかで、鋼材の品質を画
一的に確保しながら連続鋳
造を行える技術が確立。劇
的な工程省略・省エネル
ギーにもつながりました。

連続鋳造の開始

137 1970億年前 年

世紀
18 19~20世紀

1950 1960 1960
年代 年代（前半） （後半）（（（（（（（（（（（（（年代

1970年

　鉄はすべての元素のなかで最も安定
した構造をもち、宇宙での存在度が高い
ことが特徴です。鉄は地球を構成して
いる元素のなかで最大の割合を占め、地

製 鉄 技 術 の イ ノ ベ ー シ ョ ン の 時 代

社会
と鉄
SOCIETY & IRON
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世界初のC.A.P.L®が稼動（君津製鉄所）

1972 連続焼鈍炉
（C.A.P.L®）の誕生
自動車用鋼板の焼鈍工
程に必要な5工程を連
続的に行い、出荷まで
10日を要したものをわ
ずか1日に短縮した画
期的な製造技術です。

郷
ふるさと

土の森づくり

1971 日本の工場緑化
の幕開け
公害問題や自然破壊が
大きな問題となった時
代、日本で最初の工場
緑化に取り組んだのは
大分製鉄所でした。（以
降、全製鉄所に拡大）

排熱回収による発電を実現

1976 コークス乾式消火設備
（CDQ）の誕生
乾留後に排出された赤熱
コークスを水で消火せず、
窒素ガス等で消火すると
ともに、顕熱を回収する
大型排熱回収設備が稼動
しました（八幡製鉄所）。

近代製鉄発祥の地で
取り組む

1994 エリア価値創造事業
福岡県北九州市で環境共生
をテーマにした街づくりを
開始。やがてグリーンビレッ
ジ、スマートコミュニティへ
と発展していきました。

熱を外に逃がさない加熱炉

1996

リジェネバーナーの誕生
対になった2つのバーナーで吸熱・加
熱を交互に行う加熱炉。従来熱量の
1/4の省エネルギーを実現しました
（名古屋製鉄所）。 ゼロエミッションに貢献

2000
回転炉床式還元炉（RHF）の誕生
鉄の製造工程で発生するダスト、スラッジ
のリサイクルを実現するRHF設備を、世界
に先駆けて導入（君津、広畑製鉄所）しました。
（現在は新日鉄住金ステンレスでも展開）

コークス炉化学原料化法
が完成

2000 廃プラスチックリサイクル開始
名古屋製鉄所と君津製鉄所で、一般家
庭から排出される容器包装プラスチッ
クのリサイクルを開始しました。
（現在は室蘭、八幡、大分製鉄所でも展開）

日本初の試験設備を導入
（君津製鉄所）

2005 CO2分離・回収
技術開発の開始
CO2を地中に貯留する技術と、
所内プロセスガスからCO2を
分離・回収する技術を開発す
る国家プロジェクトに参画し
ました。

変電所のトランス

1968 方向性電磁鋼板
送配電用のトランス（変圧器）にお
けるエネルギー損失を著しく低
減できる「オリエントコアハイ
ビー®」の開発に成功しました。

1970年代

ステンレス鋼
鉄にクロムを加えること
で、さびにくく、耐熱性・
意匠性の高い「ステンレ
ス」を開発、爆発的に普及
しました。

高成形性防錆鋼板

1982

合金化溶融
亜鉛めっき鋼板
成形性・めっき密着性に
優れる超深絞り用合金化
溶融亜鉛めっき鋼板を開
発・実用化し、自動車の
防錆強化および長寿命化
に貢献しました。

釜石市清掃工場

1979 ごみ直接溶融・資源化システム
幅広いごみを一括処理でき、産出した
スラグやメタルは全量資源化され最
終処分量の大幅かつ確実な削減を実
現します。処理過程で発生したエネ
ルギーは発電などに有効活用され、環
境負荷の極小化を実現しました。

マリロイ®鋼管

1991

高耐食性鋼管
クロムを添加して耐
食性を改善した鋼管
を開発。内面無塗装
で使用できるため、
塗装工程の省略化を
実現しました。

ラミネート鋼板

1994

樹脂被覆鋼板
鋼板に樹脂フィルム
を貼り合わせること
で、環境負荷物質を
使用しない容器用鋼
板の生産を開始しま
した（名古屋製鉄所）。

スーパーダイマ®

2000

高耐食性めっき鋼板
耐食性・加工性を飛
躍的に向上させ、後
めっき・後塗装も不
要の環境対応型「超
めっき」の開発に成
功しました。

X120

2003

高強度ラインパイプ
地中や海底など特殊
な環境下でも使用で
きる高強度UO鋼管
を開発。エネルギー
輸送を支え、効率向
上を実現しました。

中国に技術移転したCDQ

1985 CDQの技術移転
世界最高水準のエネルギー
効率を有するCDQの技術移
転を開始。世界視野での
CO2削減に乗り出しました。

パイロットプラント

2007 食品廃棄物
エタノール化設備
食品廃棄物をエタノールに
転換するエネルギー効率の
高いリサイクルシステムを
開発しました。無水エタノー
ルを製造し、最終的なエネ
ルギー形態として車両用燃
料ガソリンに加工して利用
可能です。

生育したホソメコンブ
（北海道寿都町）

2004 海の森づくり
磯焼けした海に豊かな生態系
を取り戻すため、鉄を使用して
藻場再生活動に取り組む「海
の森づくり」を開始しました。

第1号となった施設（北九州）

2005 PCBの無害化処理
1972年に製造が中止さ
れたポリ塩化ビフェニル
（PCB）廃棄物を無害化処
理する施設の設計・施工
を開始しました。

CO2削減と森林整備に貢献

2010 バイオマス資源の
本格利用
釜石製鉄所で、林地残
材バイオマス資源の既
存石炭火力発電所での
石炭混焼試験をスター
トしています。

20101970 年年
新日鉄の、エコ・イノベーション。
3つのエコで挑んだ40年の足跡。
1970年代以降、環境にやさしい製造工程（エコプロセス）で世界No.1になった新日鉄。
エコプロセスで生産する革新的な環境配慮型製品（エコプロダクツ®）は、世界中に
普及していきます。そして、培われた技術は、新たな提案（エコソリューション）へ─

つくるときからエコ

つくるものがエコ

提案・解決がエコ

スチールハウス
耐震性・耐火性・耐
久性・温熱性などの
特性を最適なバラン
スで実現する、世界
に先駆けた建築工法
を開発しました。

1996

ニッテツスーパー
フレーム工法®

クランクシャフト用
鉛フリー快削鋼棒鋼

鉛フリー棒線材
自動車のクランク
シャフト用に、環境
負荷物質である鉛を
使用しない新しい棒
線材を開発しました。

1999

1996

HIAREST®

ハイアレスト鋼
鋼板表層部の耐脆性
破壊性能を著しく向
上させたハイブリッ
ド型鋼板を開発。船
舶の安全性向上に大
きく貢献しました。

NSGP®-1

タンカー用厚板
原油タンカーの底板
等に発生する孔食の
進行速度を無塗装で
従来の1/5程度に低
減させる、世界初と
なる厚板を開発しま
した。

2004

エココート®-S

燃料タンク用鉛
フリーめっき鋼板
鉛フリーとともに、耐
食性を飛躍的に向上
させた燃料タンク材
料を開発。燃料多様
化にも対応します。

2005

高延性ハイテンめっき鋼板
世界で初めて590、
780MPa級の高延性
合金化溶融亜鉛めっ
き鋼板（GA-TRIP）を実
用化し、自動車の衝
突安全性・軽量化に
貢献しました。

2003

GA-TRIP

2004

先端ビット付鋼管杭
鋼管杭の先端にビッ
トを取り付けて回転
注入させることによ
り既存の地中構造物
の撤去を不要にしま
した。

ジャイロプレス工法®向け
鋼管杭

ハイライトコア

1956 高効率無方向性電磁鋼板
自動車や家電のモーター（回転機）
の鉄心として使用される無方向
性電磁鋼板で、世界最高水準の
効率を誇る「ハイライトコア®」の
提供を開始しました。

1970年代以前のエコ・イノベーション

1970年 1980年

高強度鋼材
オイルショックを契機と
した省資源・省エネル
ギーへの社会的要請を背
景に自動車から建築、家
電、住宅などさまざまな
シーンに対応できる、「軽
くて、高強度」の新鋼材を
開発しました。

1970年代

JIS H4631 Class2

チタン材
鉄とは異なる金属「チタ
ン」の生産・販売を開始。
圧倒的な耐食性・軽さ・
強度があり、需要が大き
く伸びました。

1984

NSエコパイル®

先端らせん羽根付鋼管杭
鋼管杭の先端にらせ
ん状に加工した鋼板
（羽根）を溶接して回転
圧入することにより
低騒音・低振動・無
排土を実現しました。

1996

写
真
提
供
：
商
船
三
井
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2011生活空間の中で活躍する
エコな鉄たち

HIGH-LIGHT

新日本製鉄（株）

ハイテン（高強度鋼材）
自動車の「軽量化」と「衝突安全性向上」という
相反するテーマの解決にイノベーションを起
こし、世界中に普及しているハイテン。現在、自
動車の30～50％がハイテン材でつくられてい
ます。

鉄の歴史の旅もいよいよ2011年にきました。
それでは、まさに現在、鉄鋼製品等が私たちのLife（生活）のなかで
どのように使用されているのかを見ていきましょう。
家のなか、ビルや工場のなか、そして街のなか、
新日鉄グループの製品等はいたるところで活躍しています。

い ま くらし

新日鉄住金ステンレス（株）

ステンレス
微量の錫を添加することで省資源化を
実現するとともに、耐食性を飛躍的に向
上させた新型ステンレス「NSSC FW®シ
リーズ」を開発。レアメタルを最大40％
削減。世界を変える発明との評判です。

すず

新日本製鉄（株）

ビューコート®

塗料の使用50％カットを実現した塗装鋼板。雨
だれあとをセルフクリーニングしたり、際立つ白
さが光ったりと、美麗な外観が特長です。主に冷
蔵庫やエアコン室外機などに使われています。

新日本製鉄（株）

ジンコート®ブラック
環境に有害なクロメート処理をしない、電気亜
鉛めっき鋼板。美しい黒色外観と高耐食性でテ
レビを裏側から支えています。製造工程の省略
化によりCO2排出量も従来比60％削減します。

A

B

B

K

C

E F J L

D

C

A

J
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新日鉄化学（株）

有機EL照明
次世代の表示デバイスとして注目されている
有機EL。低消費電力による省エネ性能、水銀を
使わない環境配慮性など、有機EL照明の実現
により照明の世界は大きく変わっていきます。

日鉄住金鋼板（株）

金属断熱
サンドイッチ
パネル

画期的なビル外壁用金属サンドイッチパネル「ノ
イラックス®」は、優れた断熱性能とシャープな外
観、汚れにくさが特長です。パネルタイプによる
施工の簡便化も実現。耐火性能も備えます。

新日本製鉄（株）

エココート®-S
燃料タンク材料の世界は、バイオ燃料対応へ。
新日鉄では、鉛フリーとともにバイオ燃料など
燃料多様化に対応、さらに耐食性を飛躍的に向
上させた新しいめっき鋼板を開発・提供してい
ます。

新日鉄マテリアルズ（株）

メタル担体
自動車やバイクから排出される排ガスを浄化
する部材。「メタルならでは」の特長（低圧力損失・
耐振性・高温耐久性等）を活かし、エンジン直下など
過酷な条件下でも浄化性能を極限まで高めて
います。

日鉄住金鋼板（株）

遮熱鋼板
屋根用鋼板の新シリーズ「ニスクカラー®」は、
塗膜に遮熱顔料を配合。日射による屋根表面の
温度の上昇を抑えることで、室内をクールに保
ち、ヒートアイランド現象の抑制も実現します。

新日本製鉄（株）

電磁鋼板
鉄の磁性を活かした「電磁鋼板」は、電気と磁気
を変換するモーターの鉄心として活躍。薄い鉄
の板が200～300枚の層になってハイブリッド
カーのモーターを支え、省エネルギーに貢献し
ています。

H I

G

D I
H

M

E F G

遮熱 通常
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新日本製鉄（株）

廃プラスチックのリサイクル
新日鉄では、各地方自治体が一般家庭から回
収する容器包装プラスチックを、コークス炉を
使った熱分解により100％再資源化していま
す。5つの製鉄所で全国をカバーする受け入れ
体制を確立し、回収される容器包装廃プラス
チックの約30％にあたる年間約20万トンを再
資源化しています。グッドデザイン賞の金賞も
受賞しています。

新日本製鉄（株）

廃タイヤのリサイクル
全国から集まった廃タイヤを、広畑製鉄所でリ
サイクルしています。製鉄プロセスの冷鉄源溶
解法を使って廃タイヤを原燃料として再資源
化。ガス化リサイクル設備で熱分解し、100％再
資源化する世界初の技術を確立しています。日
本の廃タイヤの約1割に相当する年間12万トン
をリサイクルできます。

新日鉄マテリアルズ（株）

SiCウェハ
炭化ケイ素（SiC）単結晶ウェハは、省電力の分
野でイノベーションを起こす可能性を秘めた
技術・材料です。新日鉄グループは、6インチ口
径のSiC単結晶ウェハの開発に国内で初めて成
功しました。

新日鉄エンジニアリング（株）

グリーンエンジニアリング
北九州技術センターE館では、再生可能エネル
ギーを積極活用し、建物の低炭素化・省エネル
ギー化を実現する「グリーンエンジニアリング」
を推進しています。九州街区の一般オフィスビ
ルと比較して約35％のCO2を削減しています。

N

M K L

O P

O
新日鉄グループ

スマートコミュニティ
グループの総合力を結集し、「北九州スマートコ
ミュニティ創造事業」に参画しています。八幡東
田地区では、隣接する八幡製鉄所のエネルギー
基盤を活用し、LNG（液化天然ガス）による街区への
電力供給をスタート。製鉄所で発生する副生水素
を商業施設や住宅、集客施設のエネファーム用
燃料として供給するほか、燃料電池車の水素ス
テーションも設置しています。居住エリアには環
境共生住宅が立ち並び、街区全体のエネルギー
供給バランスをITで制御する「スマートグリッド」
も実現。2014年までに標準街区比で50%のCO2
削減を目指すイノベーティブな取組みです。

N

新日鉄ソリューションズ（株）

リアルITソリューション
未来の情報社会を支えるサーバーのCO2排出
削減に向けて、低電力型サーバーの採用やクラ
ウド・コンピューティングによる台数集約で、大幅
なCO2削減に貢献しています。

P

 

Message from Innovators

いのちとくらしを支える
新日鉄グループの総合力

持続可能な社会の実現に向けた新日鉄グループの取組みについて、担当者が語ります。

　メタル担体は、厚さ20ミクロ
ンの極薄ステンレス箔を使用し
たハニカム状（蜂の巣）構造体で、
排気ガスを浄化するために使用
されます。地球環境にやさしい
車づくりが求められるなか、高
浄化性能と高馬力を両立しなが
ら、金属ならではの搭載性の良
さを実現し、燃費向上で高温化
が進む排ガスに対応するため、

1,000℃を超える高耐久性のス
テンレス箔を開発するとともに、
熱流体解析やシミュレーション
など、二輪車･自動車メーカーの
先進ニーズを取り込んだ技術を
提供しています。素材から一貫
生産する世界唯一のメーカーと
して、地球環境にやさしい車づ
くりに貢献しています。

▼ 11ページ参照

▼ 9ページ参照

新日鉄マテリアルズ（株）
環境材料事業部 メタル担体工場
グループリーダー

糟谷 雅幸

　潤滑管理のソリューションは、
機械・設備の安定稼動に大きく
貢献している技術です。
　当社は、新日鉄で培った潤滑
管理に関する蓄積された膨大な
データと化学技術を融合させ、
トライボセンターを中心にさま
ざまな分野において、産業機械
の安定操業、長寿命化、トラブル
の未然防止に貢献しています。
　特に風力発電設備は、郊外の
立地に加え、発電機も地上60

メートル以上という高さに設置
されているため、設備の長寿命
化と適切な潤滑診断技術が求め
られており、メインベアリング
と増速機に当社の開発した合成
潤滑材が使用されています。
　設備寿命を延長させるために
適した潤滑材の提供や、潤滑管
理診断など、当社ならではのト
ライボロジー・ソリューション
を通じて、長期間にわたる安定
した発電に貢献しています。

潤滑管理ソリューションで風力発電の長寿命化に貢献

新日鉄化学（株）
製鉄化学事業本部
化学品事業部潤滑材料部
参事

長野 克己

　2011年5月から販売を開始した戸建て
住宅街区「リビオ姫路大津 ブルームガー
デンのぞみ野」では、CO2削減などの環境
に配慮するとともに、災害に強い街づくり
に向けたさまざまな取組みを行っていま
す。そのなかでも特に注目されるのが、電
線類の地中化です。電線類を地中化する
ことにより、景観の美しさを保つとともに
良好な視界、歩行空間の確保などバリアフ
リーな空間を形成し、特に災害時には電柱
倒壊を防止することにより電線からの漏
電を防止し、迅速で円滑な消防・救急活動
を行うことを可能にします。また、地中化
された電線は、架空線に比べ大幅に地震の
際の破損率が低下するなど、災害時のライ
フラインの途絶を防ぎます。阪神・淡路
大震災では、震度７地域の停電率10.3％
に対し、地中線は4.7％でした（資源エネル
ギー庁調査）。

電線類地中化で
景観維持と
くらしの安全に貢献

（株）新日鉄都市開発
不動産開発企画部
姫路事業所　開発企画
グループリーダー

豊嶋 建史

　本年５月に開業した第５データ
センターでは高効率の電気・空調
設備を導入するとともに、気流・
熱分布状況を想定したさまざまな
シミュレーションと設備の最適運
転の検討を積み重ね、東京都心で
PUE(Power Usage Effectiveness)1.4以
下を実現。省エネルギーデータセ
ンターとして、CASBEE※のSクラス
として第三者機関から最高レベル
の認証を受けることができました。

省エネや省資源といった環境負荷削
減、室内の快適性や景観配慮等、建
築物の環境性能を総合的に評価す
るシステム。最高はSクラスです。

※CASBEE(Comprehensive Asse-ssment 
System for Built Environment Effi  ciency：
建築環境総合性能評価システム)：

高効率のデータセンターで
省エネ・省資源に貢献

新日鉄ソリューションズ（株）
ITインフラソリューション事業本部
データセンター事業部長

林田 栄一

環境性能で日本をリードす
る新日鉄ソリューションズ
の第５データセンター

　私たちが考える「グリーンエン
ジニアリング」とは、地球環境に
やさしい建物づくりを目指すも
のです。私たちは、勤務するヒト
の利便性・快適性と省エネル
ギー・CO2削減は両立できると
考えます。2011年5月竣工の当
社北九州技術センターE館は、グ
リーンエンジニアリングの実証
を念頭に入れて設計・建設しま
した。地中熱利用の高効率ヒー
トポンプシステム、気象に応じて
館内に外気を取込み、暖気を押

出す自然換気システム、太陽光
発電、自然光を取り込んだ照明
制御システム、BEMS※等の複数
の省エネルギーシステムを効果
的に組合わせて導入しました。
その他のさまざまな建築技術と
あわせて、年間CO2削減量は約
230トン（一般ビルと比較して約35％削
減）を目指しています。これから
も環境にやさしい社会の実現へ
グリーンエンジニアリングで貢
献していきます。
※BEMS: Building & Energy Management System

グリーンエンジニアリングで
地球環境にやさしい建物づくりに貢献

新日鉄エンジニアリング（株）
営業本部西日本支社建築設計室室長

吉村 仁

北九州技術センターE館

　原油タンカーなどのタンク底面の腐食
は、油漏れなど重大事故を招く恐れがあり
ますが、新日鉄は従来の鋼板に比べて約5
倍の耐食性をもつ、画期的な「船舶用高耐
食性厚板  NSGP®-1」を開発しました。
NSGP®-1の最大の特長は、微量の合金添
加によって極めて高い耐食性を実現し、塗
装ではなく鋼材そのもので腐食を抑制し
ていることです。これは船舶の安全性と
信頼性を向上させるだけでなく、塗料や有
機溶剤の使用が不要となるため、タンカー
建造時や修繕時の塗装コスト低減ととも
にVOC※低減による環境負荷の低減にも
貢献しています。
※VOC: Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）

船舶用高耐食性鋼板で
環境負荷低減に貢献

新日本製鉄（株）
技術開発本部　
鉄鋼研究所　
主任研究員

伊藤 実

NSGP®-1

メタル担体で地球環境にやさしい車づくりに貢献

▼ 14ページ参照

▼ 12ページ参照

▼ 12ページ参照

▼ 16ページ参照
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2011年5月に販売を開始した戸建て住宅街区「リビオ姫路大
津 ブルームガーデンのぞみ野」では、街全体の電柱や電線類
を地中に埋め込むことで、周囲の環境と調和した開放的な大
きな空が広がり、同時に災害に強いバリアフリーな街づくり
を実現しています。関西エリア初となる電線共同溝の導入に
より災害時の電柱倒壊や停電リスクを軽減し、迅速な消防・
救急活動も可能にします。震災に強い街づくり

（株）新日鉄都市開発

2011HIGH-LIGHT

自然や景観を維持しつつ
災害から生命を守る鉄たち
いま、「安全・安心な生

く ら し

活」がキーワードとして注目されています。
新日鉄グループの鉄鋼製品等は、私たち人間の生

い の ち

命と生
く ら し

活を守るのはもちろんのこと、
周囲の野生生物・植物の生

い の ち

命も守りながら、景観の維持にも貢献しています。

渓流に設置して土石流や流木をく
いとめ、土砂災害を防止する施設で
す。川の流れを遮断しないので、従
来のコンクリート堰

えん

堤にはない効
果を発揮。自然な土砂の流れを阻
害しないので、魚や水生生物、小動
物の行き来もできる、環境配慮型の
新しい堰

えん

堤です。

鋼製スリット堰
えん

堤T型
日鉄住金建材（株）

緩衝材（アンボンド材）を施した中心鋼材を鋼管で包み、
隙間にコンクリートを充填した制振・耐震部材です。
建物の主要構造の骨組みに、筋交いに取り付けること
で、地震発生時の揺れのエネルギーを吸収し、地震に
よる建物被害を大幅に軽減します。地震が多い日本で、
オフィスや学校、集合住宅、商業施設、病院、自治体庁
舎などさまざまな建物で使用されています。

アンボンドブレース
新日鉄エンジニアリング（株）

高品質のダンパー用圧延鋼材をU字型に成形した鋼材系ダ
ンパーです。360度全方位に対し安定して地震エネルギー
の吸収をします。病院やデータセンター、集合住宅など、
人命・情報・資産を守る建物の安全性を確保するため、多
くの免震建物で採用されています。

免震U型ダンパー
新日鉄エンジニアリング（株）

A

C

D

E

B
F

A

B

DC

防災街区整備事業（密集市街地にお
ける防災街区の整備の促進に関する法
律に準ずる）として認可を受けた首
都圏で第一号となるプロジェク
ト。密集して建っていた49棟の
従来建築物に代わり、タワーマン
ション「リビオタワー板橋」を建
設。同時に、防災施設建築物、道
路、広場を整備することで、周囲
の環境に調和しながら災害に強
い街づくりに貢献しています。

防災街区整備事業
（株）新日鉄都市開発

E

F

ワイヤー
支圧板

ロックボルト

従来のがけ崩れ対策は、がけ斜面
をコンクリートで覆う工法が一般
的でしたが、ノンフレーム工法®の
発明により、樹木を伐採せずに斜面
を安定化できるようになりました。
これにより、がけ斜面防災と森林保
全の両立が可能となり、災害対策だ
けでなく生態保全やCO2削減に大
きく貢献できます。

ノンフレーム工法®
日鉄住金建材（株）

ノンフレーム工法施工斜面 従来工法施工斜面
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釜石製鉄所では、木を伐採した後に残る枝
葉・梢端部分や間伐材など、林地残材を
「バイオマスエネルギー」として活用してい
ます。木質バイオマスを発電用に年間
5,000トン使用することで、約7,000トン/
年のCO2削減を図り、同時に森林整備にも
貢献しています。

バイオマス発電
新日本製鉄（株）

メガソーラーから屋上設置用まで、極限ま
で軽量化を実現した「ソーラーフレーム
Eco」。素材には高耐食性めっき鋼板「スー
パーダイマ®（新日本製鉄）」を採用していま
す。熱間材による設計に対して20～30％
の重量低減が可能で経済性に優れていま
す。また、後めっきや塗装が不要にもかか
わらず20年程度の耐食性があります。

太陽光発電の架台
日鉄住金建材（株）

次世代太陽電池として開発に取り組ん
でいるのが、色素増感太陽電池です。こ
れは低光量下でも安定した発電効率を
有し、室内光量下や日照量の限られる状
況下で活躍します。シリコン太陽電池
とは違い、変形可能なため曲面などさま
ざまな用途に適用が可能。太陽電池の
利用シーンが、さらに広がります。

色素増感太陽電池
新日鉄化学（株）

日本初の港湾地区における風力発電事業
を推進しています。環境に優しいクリー
ンエネルギーとして約1万世帯分の年間電
力消費量相当分を供給しています（年間発電
量：3,500万kWh ／ 年間CO2削減量：約13,200ト
ン）。

響灘（北九州市）風力発電事業

新日鉄
エンジニアリング（株）　
（株）エヌエスウィンド
パワーひびき

経済産業省の委託事業「浮体式洋上ウィン
ドファーム実証研究実験」に参画していま
す。福島県沖に実験機を建設して行うも
ので、新日鉄は洋上風力発電の建設・メン
テナンスに貢献する先進の鋼材を提供し
ます。世界初の実証研究であり、将来の日
本の主要な輸出産業になることが期待さ
れています。

洋上風力発電
新日本製鉄（株）

大型風力発電設備は、郊外の立地に加え
て、発電機の位置が地上60メートル以上
の高さに設定されているため、設備の長寿
命化と適切な潤滑診断技術が課題でした。
それを解決したのが「合成潤滑材」です。
メインベアリングと増速機に使用され、風
力発電設備の安定稼動と長寿命化に大き
く貢献しています。

潤滑管理ソリューション
新日鉄化学（株）

らせん状のフィンをつけたスパイラル円
柱翼自体が回転することで、風をさらに増
幅させ、発電する新型風車です。低回転で
発電が可能なため、従来風車の高速回転に
より発生していた騒音や野鳥の衝突事故
を改善する、自然環境にやさしい風車です。

スパイラルマグナス風車

新日鉄マテリアルズ（株）　日本グラファイト
ファイバー（株）　（株）MECARO

2011HIGH-LIGHT
電力の安定供給や再生可能
エネルギーの普及を支える鉄たち
災害・防災対策と関連して関心を集めているのが「エネルギーの安定供給」の問題です。
新日鉄グループは、製鉄所で発電を行うとともに再生可能エネルギーの分野でも、
メーカーへの素材提供を通じて、その普及・拡大に貢献しています。

A

B

高炉やコークス炉、焼結などで発生す
る排熱を、蒸気や電力として回収・利
用しています。新日鉄の製鉄所全体
の発電量は約500万kWで、そのうち
300万kWは自社で利用し、残りの
200万kWは電力会社を通じて広く社
会に供給しています。製鉄所は大き
な発電所なのです。

製鉄所の電力供給
新日本製鉄（株）A

B

D

C

E

F

F

H

G

I

C D

E

自社利用

当社自家発電の用途

売電

40％ 60％

新日鉄グループの製品は、発電機・変圧
器に不可欠な電磁鋼板、炉体構造物・
パイプ向けのステンレスやチタン、建屋
の構造物としての厚板・ステンレス、鉄
筋としての棒鋼などがさまざまな部材
に用いられており、原子力の安全性・信
頼性確保のために貢献しています。

原子力発電用鋼
新日鉄グループ
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ノスリ

ホオジロ

タヌキ

カモ

キジ

白鳥

ウミネコ ヒヨドリ

アオサギ

郷土の森（51種類の鳥）

全国の製鉄所の森には、ヒヨドリ
や鷺などの野鳥たちが集い、キタ
キツネやシカなど多様な生物た
ちの姿も見られます。土地本来
の木々に、土地本来の野生生物
たちが帰ってくるのです。この
ように「郷

ふるさと

土の森づくり」は、CO2
吸収源としての役割とともに、生
物多様性の保全にも大きく貢献
しています。

CO2吸収とともに
生物多様性も育む

八幡製鉄所

大分製鉄所

光鋼管工場

広畑製鉄所

鉄鋼副産物で鉄分の含有量が豊富な転炉
系製鋼スラグと、間伐材などの枝をチップ
化して発酵させた人工腐植土とを混合し
た、海藻類の生育に必要な鉄分を海域に提
供する“海の肥料”です。海藻類の生育に
必要な腐食酸鉄を安定的に海域に供給す
ることによって、藻場の造成を促進し、漁
場の造成・再生に貢献します。

ビバリー®ユニット
（ビバリー®バッグ／ビバリー®ボックス）

磯焼けした海底

鉄分供給ユニットの設置

１年後に再生したこんぶの群れ

ビバリー®バッグ

ビバリー ®ボックス

漁港・漁場整備に使用されている天然石
材やコンクリートブロック資材の代替とし
て使用でき、同時に鉄分が近隣生物の生育
を促進することで、豊かな漁場の構築に貢
献します。転炉系製鋼スラグと高炉スラ
グ微粉末を主原料とするため、新たな天然
材料の使用を抑制。さらに、コンクリート
と比較してCO2排出量を75％抑制します。

ビバリー®ブロック・
ビバリー®ロック

ビバリー®ブロック ビバリー®ロック

宮脇昭先生のご指導による潜在自然
植生（その土地本来の植物の集団）を再現し
た森をつくり、防災・環境保全に貢献
する郷

ふるさと

土の森づくり。新日鉄では、北
は北海道（室蘭製鉄所）から、南は九州

（大分製鉄所）まで、すべての製鉄所で実
施しており、今では約700ヘクタール
（東京ドーム150個分）にも及ぶ広大な森
に育っています。
⇒表紙の各製鉄所の森もご覧ください。

10ヵ所の製鉄所すべてで取り組む

新日本製鉄（株）
郷
ふるさと

土の森づくり

コンブやワカメなど海藻類が失われ、不毛の状態と
なる磯焼け現象が日本各地の海岸約5,000kmにわ
たって起きています。その一因とされる鉄分の供給
不足の解消に向け、新日鉄は鉄鋼スラグと腐葉土を
活用。鉄分供給ユニット「ビバリー®シリーズ」を開
発し、失われた海の藻場再生に取り組んでいます。

磯焼け改善に向け
全国28ヵ所で実施

新日本製鉄（株）
海の森づくり

釜石製鉄所

室蘭製鉄所

北海道／増
ま し け

毛

北海道／室蘭

北海道／寿
すっつ

都

北海道／函館

東京都／三宅島

兵庫県／姫路

千葉県／館山
千葉県／保田

京都府／栗田・野原

三重県／
伊勢志摩

和歌山県／田辺
串本
由良

高知県／須崎
室戸

大分県／姫島
佐伯
国東

福岡県／北九州
福津

長崎県／西海・瀬川
松浦・壱岐・諫早

宮崎県／延岡鹿児島県／種子島

室蘭 鷲、キタキツネ、ノスリ、カササギ、カモメ
釜石 カモシカ、カモメ、シカ、ウミネコ
東京 タヌキ、カルガモ
君津 ヒヨドリ、キジ、コアジサシ、燕、白鷲
名古屋 キジ、ヒヨドリ、モズ、燕、ホオジロ
堺 カモ
広畑 モズ、キジバト、ヒヨドリ、椋鳥
光 51種類の鳥
八幡 烏骨鶏、アオサギ、海鵜、日本イタチ
大分 メダカ、カゲロウ、ホタル、カワセミ、白鳥

製鉄所の郷
ふ る さ と

土の森に
生息する動物たち（例）2011HIGH-LIGHT

郷
ふるさと

土の森づくり・海の森づくり
持続可能な社会に向けては、企業が「自然と共生する」実効的な取組みが大切です。
新日鉄グループが提供するエコソリューションのうち、特に世界の先駆けとなった
2つの代表的な活動、「郷

ふるさと

土の森づくり」と「海の森づくり」の現
い ま

在をご紹介します。

植樹指導する宮脇先生（右）と新入社員

F

G

H

I

JE

名古屋製鉄所 E

堺製鉄所 F

G

H
I

J

A

A

B

B

C

君津製鉄所 C

D

東京製造所 D
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軽量、高剛性に加えて、寸法安定性に
優れた炭素繊維は、人工衛星の構造
材料として最適です。衛星「はやぶさ」
のアンテナには、新日鉄グループの炭
素繊維が使われています。

衛星「はやぶさ」の
アンテナ用材料

新日鉄マテリアルズ（株）　
日本グラファイトファイバー（株）

人工衛星の本体を包む耐熱シート。
新開発のポリイミド樹脂材料は極めて
厳しい環境下でも高い耐熱性や皮膜
の自己修復機能を備えており、衛星「き
ぼう」日本実験棟で宇宙材料としての
テストが行われました。

衛星「きぼう」で実験
ポリイミド樹脂

新日鉄化学（株）

300年の耐久性を有し、環境にやさし
く周囲の景観にマッチした美しい新
日鉄のチタン屋根。金閣寺の茶室や
浅草寺など、伝統的な寺社仏閣の屋
根に使われています。

寺社仏閣のチタン屋根
新日本製鉄（株）

2011→未来憧れの技術を支える鉄たち
137億年の鉄をめぐる散歩道も、いよいよ終わりが近づいてきました。
最後のテーマは、「憧れの技術」たち。最先端の鉄の技術をご紹介します。
鉄とともに、よりよい未来へ。その一端を覗いてみてください。

鉄の
未来が
楽しみね！！

そして2012年10月、
新日鉄住金（株）が
誕生します。

A

C

時速500km以上の高速走行を可能と
するリニアモーターカーのエネル
ギー変換効率の高い鉄心材料や、走
行する際に発生する電磁波のシール
ド材などに、新日鉄グループの技術が
期待されています。

リニアモーターカー
新日本製鉄（株）
B

E G

G

F
人工衛星「いぶき」のデータを基に温
暖化ガスの観測データを解析する、
スーパーコンピューターを研究・開
発。世界のCO2排出量の詳細な分布
の解析が実現しました。当社の新シ
ステムのデータ処理能力は、世界のス
パコンの電力効率を競うランキング
「Green 500」で2010年のトップ10に
ランクインしています。

衛星データ
解析用システム

新日鉄ソリューションズ（株）
H

H

B

E

F

D

低炭素社会を支える新幹線。その高
速な走行を支えるために、優れた直進
性と材質の均一性を実現した「新幹線
用60レール」を開発・提供しています。

新幹線用鉄道レール
新日本製鉄（株）

D

安全で耐久性があり、さらに近隣環境
や水生生物の生活環境に配慮した飛
行場を実現するため、羽田空港D滑走
路では新日鉄グループのさまざまな
技術が活用されています。

羽田空港の新滑走路
新日鉄グループ

C

軽量で強い橋梁構造と美しい景観を、
新日鉄が開発した橋梁用新鋼材「BHS
鋼」と「縞鋼管高耐久継手」が実現。世
界に向けた東京港玄関口の新たなシ
ンボルを支えています。

東京ゲートブリッジ
新日本製鉄（株）

A

標準的な鋼材の約2倍の強
度を実現した新日鉄の鋼材
が、世界一のタワーの高さを
支えています。さらに鋼材
の薄手化により製造から加
工段階までのCO2削減にも
貢献しています。

東京スカイツリー®
新日本製鉄（株）

写真提供：（株）大林組　
事業主体：東武鉄道（株）・東武タワースカイツリー（株）



新日鉄グループは、法令遵守はもとより
企業倫理や社会貢献の実践を通じて社会と共生し、
社会から信頼され続けることが
すべての事業活動の前提であると考えています。
その実現のため、新日鉄グループ「企業理念」「社員行動指針」を
制定するとともに、内部統制・リスク管理体制の構築、
コンプライアンス教育の実施などの具体的施策を講じ、
その継続的な改善に努めています。

マネジメント体制1 1. マネジメント体制
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スクに関する相談・通報を受け付けていま

す。

●反社会的勢力との関係を一切もたないこ
と、反社会的勢力からの不当要求等には一

切応じないことを旨とした社内規程を定め、

これに基づく社内体制を整備しています。

●当社および当社グループ会社経営に重大
な影響を与える不測の事態が発生した場合、

社長を本部長とし、担当取締役・執行役員

のほか、監査役および顧問弁護士等をメン

バーに加えた「危機管理本部」を直ちに招集

し、迅速に必要な初期対応を行い、損害・影

響等を最小限に留める体制を整えています。

　当社および当社グループは、このような
内部統制・リスク管理の取組みを今後と
も継続し、実効性の向上を図っていきます。

　新日鉄グループは、独占禁止法違反
や品質管理に関する法令違反により、以
下のとおり処分等を受けました。

●2008年5月 　子会社である（株）ニッタ
イ／規格・契約等に定められた水圧試験の

未実施によりJIS認証の取り消し

●2008年6月 　新日鉄／鋼管杭・鋼矢板の
営業に関し課徴金納付命令

●2009年8・9月　子会社である日鉄住金

鋼板（株）／鋼板製品の一部の営業に関し課
徴金納付命令・罰金刑

●2009年11月　子会社である北海鋼機

（株）／不具合のあるめっき鋼板等の出荷に
よりJIS認証マーク表示一時停止

●2009年12月　新日鉄／国土交通省三地

方整備局発注に係る鋼橋上部工事の受注に

関し課徴金納付命令

　当社は、一連の独禁法違反事件の法
的手続きの終了を受け、毎年12月を「独

禁法・コンプライアンスキャンペーン
月間」と定め、「カルテル・入札談合再
発防止」を中心に、教育、監査等の重点
的活動を行っています。また、重大な品
質問題の再発防止に向け、品質管理体
制の見直し・強化を図っています。

　当社は、社員に対し定期的なコンプラ
イアンス教育を行っています。特に独
禁法については当社および当社グルー
プ会社の社員を対象に専門の弁護士に
よるセミナーやe-ラーニングを実施し、
また、違法行為類型を具体的に示した
「独占禁止法遵守マニュアル」を作成、周
知しています。
　独禁法以外にも、企業活動に関するさ
まざまな違法行為をわかりやすくまと
めたコンプライアンス・ガイドラインを
作成し、社内セミナーなどを通じて周知
徹底してその遵守を図っています。

　当社では、法令遵守を促進・徹底す
るための社内相談・通報窓口として、
「コーポレートリスク相談室」「コンプラ
イアンス・ホットライン」を設置し、グ
ループ各社の従業員や取引先等からの
相談・通報を受け付けています。業務
上のさまざまな疑問に答えるとともに、
事故や法令違反の未然防止、業務改善
などに役立てています。

I N D E X

1 . マネジメント体制
2. 環境報告
3. 社会性報告

基本報告
Basic Report in Fiscal 2011

私たちはこれらの指針に則り、常に公明正大、正々堂々と行動します。

情熱・創造 世界一のものづくり企業を目指し、
チャレンジを続けます。

現場・現物 現場を基軸に、本質を追究し、
不断の改善に努めます。

自主・自律 高い志と目標を持ち、自ら考え、
迅速に行動し、必ずやり遂げます。

公正・信頼 対話による相互信頼を重んじ、
約束とルールを守ります。

研鑚・育成 自らを磨き、次世代の人材を育てます。

新日鉄グループは、鉄事業を中核として、
豊かな価値の創造・提供を通じ、
産業の発展と人々の暮らしに貢献します。

基本理念

経営理念

以上の理念のもと、公正かつ透明な経営を行います。

1 社会と共生し、社会から信頼される
グループであり続けます。

2 たゆまず技術の創造と革新に挑戦し、
技術で世界をリードします。

3 変化を先取りし、さらなる進歩を目指して、
自らの変革に努めます。

4 人を育て、人を活かし、活力に溢れる
グループを目指します。

内部統制・リスク管理を
強化する取組み

コンプライアンス情報

社内相談・通報窓口の設置

監査役
（監査役会）

会計監査人
（監査法人）

株主総会

従業員

業務担当取締役・
執行役員・
部門長

内部監査部門
（総務部コーポレート
リスクマネジメント部）

全社
委員会

リスク
マネジメント
委員会

取締役会

経営会議
代表取締役会長・代表取締役社長

コーポレートリスク相談室
コンプライアンス・
ホットライン

危機管理
本部

コンプライアンス教育 

連絡

調
査・回
答

コンプライアンス・
ホットライン

（弁護士事務所）

相談・通報者※

通報

コーポレート
リスク相談室

（社内相談窓口）

（
e
メ
ー
ル・郵
送
）

（
e
メ
ー
ル・郵
送・

電
話・F
A
X
）

相談・通報
（匿名も可）

新日鉄グループ企業理念

新日鉄グループ社員行動指針

相談窓口の周知ポスター

週1回開催）の審議を経て、「取締役会」（毎
月1～2回開催）において執行決定を行っ
ています。また、取締役会・経営会議
に先立つ審議機関として、目的別に計
19の全社委員会を設置しています。
　取締役会などでの決定に基づく業務
執行は、代表取締役会長・社長のもと、
業務担当取締役、執行役員、部門長ら
が迅速に遂行していますが、あわせて
内部牽制機能を確立するため、社内規
定において権限や責任、適切な業務手
続きを明確にして、法令・規定違反の
防止に万全を期しています。 図Ａ

　経営管理体制のもとで、内部統制・
リスク管理の強化のため、以下の取組
みを行っています。

●総務担当副社長を委員長とする「リスク
マネジメント委員会」において、内部統制・

リスク管理体制の整備・運用状況を定期的

に確認しています。

●当社グループ全体として、より広範なリ
スクへの対応力を強化する観点から、各グ

ループ会社にリスクマネジメント責任者を

置き、当社と各グループ会社との間で、リス

ク管理に関する情報を共有化するとともに、

施策を充実させています。

●内部通報システムとして、社内に「コーポ
レートリスク相談室」ならびに弁護士事務所

に通報窓口「コンプライアンス・ホットライ

ン」を設置し、当社社員、派遣社員、請負・

購買契約先社員およびグループ会社社員等

ならびにそれらの家族から業務遂行上のリ

　新日鉄は、当社事業に精通した取締
役により構成される取締役会において
業務執行決定を行うことによる経営効率
の向上と、強い監査権が付与された監
査役による経営監視・監督機能の充実
を図ることが適切であると判断していま
す。これに加えて、業務執行に万全を期
し、責任の明確化を図ることを目的とし
て、執行役員制度を導入しています。
　また、当社の監査役会は、企業経営者、
法曹等、多様な分野出身の社外監査役
と、さまざまな当社業務経験をもつ常
勤監査役によって構成され、取締役会
等において各監査役が積極的に意見を
表明するとともに、継続的なコーポレー
ト・ガバナンスの改善に努めています。
　現在の取締役は11名、監査役は5名
（うち、社外監査役3名）となっています。
　社外監査役については、3名全員を
国内の各上場証券取引所に対し、独立
役員として届出を行い、受理されてい
ます。
　以上により、当社は、経営効率の向
上と経営の健全性の維持・強化を図っ
ています。

　当社は、業務の有効性と効率性、財
務報告の信頼性を確保し、関連法規を
遵守するため、内部統制・リスク管理
体制を整備・運用しています。
　当社および当社グループ経営にかか
わる重要事項は、社長・副社長などに
よって構成される「経営会議」（原則、

経営管理体制

コーポレート・ガバナンス1-1

コンプライアンス1-2

※　相談・通報者
当社社員、派遣社員、請負・購買契約先社員、グループ
会社社員、およびその家族等。

図B

内部統制・リスク管理体制図Ａ 社内相談・通報窓口の仕組み図B

内部統制・リスク管理体制



新日鉄は、エネルギー使用量が
日本全体の約3%を占めるなど、
事業活動の環境に及ぼす影響が大きい企業です。
そのため、全グループ会社をあげての
総合的な「環境経営」を企業の使命と考えています。
原材料・資機材の購入、製造、技術開発、
製品の輸送・使用・リサイクルから
廃棄に至るすべての段階にわたって、
環境負荷低減に向けた経営を目指しています。

環境報告2

24 25

　新日鉄は、会社発足以来、経営全体の
問題として環境対策に総合的に取り組ん
できました。1970年に公害防止対策委
員会を設置し、発生源対策をはじめとす

る環境負荷の少ない生産体制を追求し
ています。現在は、環境基本方針のもと、
事業計画と連動して3年間でPDCAを
回す体制を構築し、環境保全に取り組ん

でいます。2009年度から3年間の中期
環境経営計画は、事業計画を受けて
2011年度も継続して実行しました。

環境経営計画2-1

　地球温暖化対策としてのCO₂削減に
ついては、環境対策や高級鋼化によるエ
ネルギー増加要因があるものの、省エネ活
動に加えて生産量が減少したこと等により、
1990年比10.3％削減を達成しました。ま

た、循環型社会構築に関しては、副産物の
リサイクルによる最終処分量の削減が進み
ました。環境リスクマネジメントにおいては、
各種管理目標を達成したほか、エコプロダ
クツ®やエコソリューションに関しては、積極

的に開発し、提供を進めることができました。
　当社は2012年10月に住友金属工業
（株）と経営統合しますが、引き続き環境
関連課題のPDCAを確実に回していきま
す。

中期環境経営計画 重点目標 2011年度の活動実績 評価 頁

地
球
温
暖
化

対
策
の
推
進

省エネルギー・技術開発による
自主行動計画の推進

エネルギー起源の
CO2排出量を、2008～ 2012年で
1990年対比9％削減

●欧州債務危機や原油高等により世界経済の成長が鈍化す
るなか、省エネルギーの推進や生産量の減少により、CO2
排出量の1990年対比10.3％削減を達成

○ 28

CO2削減プロジェクトを通じた
国際貢献 京都メカニズムであるCDM案件の推進

●国連登録済みフロン削減CDMプロジェクトから
順調に排出権獲得

●その他、CDQ等によるCDMプロジェクトを2件推進中

◎

○

30

30

循
環
型
社
会
構
築

へ
の
参
画

社内ゼロエミッションの推進

•副産物の最終処分量のさらなる削減
（2015年目標、22万トン/年）
•副産物の発生抑制、鉄鋼スラグ・ダス
トの有効利用

●発生副産物1,877万トンのうち約99%をリサイクルし、最
終処分量は21万トン/年
（対97年比68%減）

○ 27
32,33

社会や他産業で発生する
副産物等の再資源化

•リサイクルとCO2削減の観点から、
廃プラスチックの有効利用推進と
廃タイヤのリサイクル事業強化

●約20万トンの廃プラスチックを再資源化（全国の約30％に相
当）

●約9万トンの廃タイヤを再資源化（全国の約10％に相当）

○

○

9,12,32

12,32

環
境
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

・環境負荷低減対策の一層の推進
・グローバルスタンダード化する
　新たな環境規制への対応

大気・水質・土壌等の環境リスク低減 ●大気・水質管理に関するガイドラインを策定し、管理を強化 ○ 34

ベンゼン：国の定めた目標を踏まえた自主
管理目標（144トン/年） ●排出量は自主管理目標を達成（78トン/年）、対前年7％減 ○ 35

ダイオキシン：日本鉄鋼連盟のガイドライン
に基づく自主的削減目標（26.9g-TEQ/年）

●排出量は鉄連の自主管理目標を達成（4.1g-TEQ/年）
●排出濃度は国の排出基準値をクリア

○
○

35
35

PRTR法に基づく特定化学物質管理の促進 ●排出量は大気へ235トン/年、公共用水へ24トン/年、
　製鉄所外への移動量は6,027トン/年 ○ 34

VOC：自主管理目標（775トン/年） ●排出量は自主管理目標を達成（449トン/年）
　基準年（2000年）に比べ60％削減 ○ 35

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
の
推
進

環境経営実現のための
環境マネジメント体制の推進

環境管理システムの維持継続 ●社内環境監査の実施（名古屋、大分） ○ 37

•グループ会社と連携した
環境マネジメント
•ISO14001の認証更新

●関係会社環境会議を年3回実施し、地球温暖化対
策、 大気汚染防止法と水質汚濁防止法改正対応、異
常排水対策、廃棄物管理等を強化

●関係会社の環境モニタリングを開始（2011年下期7社）
●室蘭、釜石、堺、大分が認証更新

○

○
○

37

37
37

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
提
供

LCAの観点も踏まえた
エコプロダクツ®の開発

地球温暖化対策、循環型社会構築、環境
リスクマネジメントの視点からのエコプ
ロダクツ®の商品開発と提供

●薄手・軽量化により製造・輸送・加工の各段階でのCO2排
出量が削減できる高降伏強度鋼材が東京スカイツリー®・
東京ゲートブリッジに採用

●高耐食性めっき鋼板（スーパーダイマ®）がメガソーラー発
電架台に採用

●地盤改良工事が不要で環境配慮地域に適した護岸構造用
の鋼矢板セル工法が香港マカオプロジェクトに採用

◎

◎

◎

20

17

WEB

各
事
業
セ
ク
タ
ー
ご
と
に
社
業
を
通
じ
た

環
境
貢
献

エンジニアリング事業
•製鉄プラント技術を活かした貢献
•廃棄物処理、バイオ技術の開発・推進
•土壌・地下水浄化システムの推進

●ジャケット式桟橋の長期防食工法システムの開発がもの
づくり日本大賞内閣総理大臣賞受賞

●カルシア改質材を活用し津波泥土を建設資材に変える実
証実験実施（仙台市宮城野区）

●大幅なCO2排出量削減を実現した北九州技術センターＥ
館が竣工

◎

○

○

47

WEB

12,13

都市開発事業 環境にやさしく防災に役立つ都市開発の推進
●防災街区整備事業として認可を受けた板橋三丁目地区防
災街区整備事業（施設名称：リビオタワー板橋）がまちづく
り功労者国土交通大臣賞を受賞

○ 15

化学事業 環境負荷を低減する材料の提供 ●耐熱温度の問題から技術的に困難とされてきた樹脂基板によ
る色素増感太陽電池の開発に成功 ○ 17

システム
ソリューション事業

社会での環境負荷を低減するソリューショ
ンの提供

●生産活動における省エネに役立つ電力ピーク低減ソリュ
ーションを提供開始 ○ WEB

新素材事業 自然エネルギーに役立つ素材の提供
●太陽光発電用インバーターや産業用電気機器での省
エネに貢献するSiC単結晶ウェハ生産能力を3倍に増
強（月産1,000枚体制へ）

○ 12

環
境
リ
レ
ー
シ
ョ

ン
ズ
の
推
進

国際社会・地域社会との
さまざまな環境コミュニケーション
の積極的な展開

あらゆるステークホルダーとともに
共生するための積極的な
環境コミュニケーション

●「新日鉄の郷土（ふるさと）の森づくり」を紹介するDVDを作成
●「森は海の恋人」活動に参加（植樹祭への参加等）
●エコプロダクツ2011に「いのちとくらしを支え、社会の持
続可能な発展に貢献する新日鉄グループ」をテーマに参
加

○
○
◎

18
45
46

［評価］◎：超過達成　○：概ね達成　△：未達成

環境基本方針（2009年度改訂版）
「環境保全型社会の構築」
への貢献1

　「環境保全」を経営の根幹と認識し、社をあげ
た取組みの成果を踏まえ、地球規模の温暖化問
題、循環型社会形成に向けた廃棄物削減・リサ
イクル、新たな環境負荷物質への対応などの幅
広い課題に積極的に取り組んでいく。
　また生態系との調和、生活環境の維持・改善、
地球的規模の環境保全という視点も踏まえた
事業活動を行い、環境保全型社会の構築に貢
献していく。

事業活動の全段階に
おける環境負荷低減2

　原材料・資機材の入手から製造・技術開発お
よび製品の輸送・使用・廃棄まですべての段階
において、需要家や他産業と連携・協力し、自主
的な取組みを中心に据えて、環境負荷の低減に
向けた事業活動を推進していく。
　また、製品・エンジニアリングを通じて社会
における環境負荷の改善に努めるとともに、社
員一人ひとりが、環境問題の重要性を認識し、
豊かな環境づくりや地域づくりに積極的に参
加していく。

国際的視野に立った
地球規模の環境保全への取組み3

　新日鉄は、製鉄所建設をはじめとする、これ
まで培った国際技術協力の経験を活用して、環
境保全・省エネルギー・省資源に資する技術を
海外に移転し、「地球規模の環境保全」に貢献し
ていく。
　また、当社は海外での事業活動の実施にあた
って、相手国の自然・社会環境やわが国での対
策実態などに十分考慮し、環境保全に万全を期
すよう努める。

●省エネルギー技術開発
による自主行動計画の
推進
●CO₂削減プロジェクト
を通じた国際貢献

地球温暖化
対策の推進

●国際社会・地域社会との
さまざまな環境コミュニケ
ーションの積極的な展開

環境
リレーションズの推進

●社内ゼロエミッション
の推進
●社会や他産業で発生す
る副産物等の再資源化

循環型社会
構築への参画中期環境

経営計画
2009～2011年度

●LCAの観点も踏まえた
エコプロダクツ®の開発
●事業セクターごとに社
業を通じた環境貢献

環境・エネルギー
ソリューションの提供

●環境経営実現のための
環境マネジメント体制
の推進

環境
マネジメント
システムの推進 ●環境負荷低減対策の一

層の推進
●グローバルスタンダー
ド化する新たな環境規
制への対応

環境リスク
マネジメントの推進

２.環境報告

2011年度の目標と実績2-2



OUTPUT

鉄鉱石
石灰石

焼結施設

熱風炉

空気

連続鋳造
設備

加熱炉

社内発生
スクラップ

323万㌧

セメント原料
他産業

電気炉

冷却による
蒸発

用
水

購入スクラップ

鉄鋼生産量（粗鋼）

3,063万㌧

出典：環境省  平成24年度版環境白書
経済産業省  鉄鋼統計月報

日本の総物質投入量に占める
新日鉄の割合（2009年度）

鉄鋼業
22%

（内）新日鉄 5%

総物質
投入量
（15.4億t）

※3

※4

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」
一般社団法人日本鉄鋼連盟

日本の一次エネルギー総供給量に
占める新日鉄の割合（2010年度）

※3：自然界からの資源採取を含む社会経済活動に必要な資源量。

（内）新日鉄 3%

鉄鋼業
10%

PJ＝1015J

一次
エネルギー
総供給量
（22,091PJ）

出典：環境省  平成24年度版環境白書

産業廃棄物の最終処分量に
占める新日鉄の比率（2009年度）

※4：推計値。

鉄鋼業
4%

（内）新日鉄 2%

最終処分量
（1,359万t）年度年度

再資源化率

出典：環境省  平成24年度版環境白書

1990

97%97%

38%38%

2010 2011年度

99%99% 99%99%

1995

98%98%

37%37%

2000

99%99%

53%53%

新日鉄での
再資源化率
新日鉄での
再資源化率

全産業界での
産業廃棄物の
再資源化率

全産業界での
産業廃棄物の
再資源化率

45%45% 20092009

副産物

1,877万㌧

水の循環率

90%

81%
排熱および
副生ガスの

回収による電力※1

原料※数値は新日鉄単独（2011年度実績）

副生ガス
活用

100%

副
生
ガ
ス

熱間圧廷･
冷間圧廷

INPUT
エネルギー･リサイクル

約81%
排熱および副生ガスの
回収による発電

資源リサイクル

約99%
再資源化率

社内利用等

41%

廃棄物

1%

58%

外販・
委託リサイクル

高炉

高炉スラグ
副産物

高炉ガス
副生ガス

原料炭

コークス炉

コークス炉ガス
副生ガス

転
炉
ガ
ス

製
鋼
ス
ラ
グ

転炉

副
産
物

副
生
ガ
ス

693ha

35.6km
境界保全林

緑地面積

燃　料

石油系燃料69千kl

電　力

購入電力23.6億kWh

工場用水

補給水4.2億m3

エネルギー
鉄鉱石

5,045万㌧

石　炭

2,085万㌧

90%

排熱回収
による蒸気

最終処分量
21万㌧

焼鈍炉

他産業で発生する
副産物等

廃プラスチック20万㌧
廃タイヤ9万㌧

資源･エネルギー投入量 排出量

エネルギーと
資源の循環・環境側面

エ
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エネルギーと資源の循環・環境側面2-3
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　新日鉄は海外で採掘された鉄鉱石、鉄鉱石を
還元するための石炭、社会から発生したスクラップ
を主な原料として鉄鋼製品を生産しています。
　石炭を乾留してコークスを製造する際に発生す
るコークス炉ガスおよび高炉から発生する高炉ガ
スなどの副生ガスを、鋼材の加熱用の燃料ガスや
製鉄所構内にある発電所のエネルギー源として、
100%有効に活用しています。
　さらに排熱回収による発電を実施することで、製
鉄所全体のエネルギー効率は約70%にも及びます。

※1　排熱および副生ガスの回収による電力
高炉、コークス炉、転炉などで発生する高温の排熱および副生ガスを回
収し、電力として有効利用しています。製鉄所内の設備で、総使用電力
の89%を発電し、残りの11％は外部から購入しています。所内で発電
する電力全体の81％が排熱および副生ガスの回収による発電です。

RHF※2は社内副産物を再資源化します

※2　RHF
（Rotary Hearth Furnace:
回転炉床式還元炉）
製鉄プロセスで発生するダスト
やスラッジなどの酸化鉄を多く
含む副産物に、石炭などの還元
材を混合し、高温で連続処理す
ることで、鉄・亜鉛などを回収し、
再資源化する設備。

CDQは排熱を回収して発電します

CDQ
RHF等

　また、水資源については、製品や製造設備の冷
却や洗浄に使用する水を、90%以上循環使用し
ています。
　一方、鉄1トンを生産すると約600kgを超える副
産物が発生しますが、鉄鋼スラグ、ダスト、スラッジ
は社内で原料として再利用したり、セメント原料や
建設資材として社会や他産業で有効に活用され
ています。これらの努力により、約99%におよぶ高
いリサイクル率を達成しています。
　また、高温、高圧で操業する製鉄プロセスを活用し
て、社会や他産業で発生するさまざまな副産物のリ
サイクルにも取り組んでおり、近年では、廃プラスチッ
クや廃タイヤなどを積極的に再資源化しています。



省エネルギーの取組みの推移

新日鉄グループのエネルギー消費量の推移 （単位：PJ／年）

2011年度の物流部門トンキロ実績

新日鉄のモーダルシフト （単位：%）

新日鉄グループのCO₂排出量の推移 （単位：百万トン／年）
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ンあたりのCO2排出量では6.7％削減）。
　2008～2011年度の平均で12.7％削
減になっており、現時点で目標は達成し
ていますが、自主行動計画目標を確実に
達成するべく、今後の生産量の変動など
不確定要因への対応を考慮して、省エネ
ルギー技術移転やフロン破壊のCDMプ
ロジェクトにより、排出権の購入を行っ
ています。 

　地球温暖化対策のなかで、産業部門
におけるCO2排出削減とともに、運輸
部門での削減が課題となっています。
新日鉄は、製造工程における排出削減
に取り組むとともに、サプライチェーン
における運輸部門において、物流効率
化対策や軽量化による燃費向上対策を
通じてCO2削減に取り組んでいます。

総合的な取組み
　新日鉄は、2011年度に鉄鉱石・原料
炭を月間約594万トン輸入するとともに、
国内・輸出を含め月間約240万トンの
鉄鋼製品をお客様にお届けしました。
それに要した半製品・製品系の輸送ト
ンキロ※2は、月間約7億トンキロに達し
ましたが、そのなかで当社は長年培って
きた物流効率化施策（輸送効率の向上、燃費
改善など）により地球温暖化対策に取り
組んでいます。 
　輸送効率の向上では、海上輸送を着
実に拡大しモーダルシフト化率※3が
96.5%と、2004年度から2.5%改善しま

　新日鉄をはじめ日本鉄鋼業は、第一次
石油危機以降、1990年頃までに工程連
続化・排熱回収などを徹底して推進し、
20%を超える大幅な省エネルギーを達
成しました。引き続き当社をはじめとす
る日本鉄鋼業は、2008～2012年度に、
1990年度対比エネルギー消費量10%
削減（CO2排出量9％削減）を目標として、自
主行動計画を策定し、目標達成に向けた
取組みを進めています。

省エネルギー
　最も効果的な温暖化対策は省エネル
ギーであることから、当社では、副生ガ
ス・排熱の回収による発電等製鉄プロ
セス発生エネルギーの有効利用や廃プ
ラスチック等の活用など、エネルギー効
率の向上に取り組んでいます。これら
の取組みの結果、2011年度の新日鉄グ
ループ（新日鉄および関連電炉会社等※1）の
エネルギー消費実績は787PJで、環境対
策や高級鋼化などのエネルギー増加要
因があるなかで､省エネに加え1990年
度比で粗鋼生産量が3.9％減少したこと
もあり、9.9％（粗鋼1トンあたりのエネル
ギー消費量では6.1％削減）の削減となりま
した。 

CO2排出削減
　また、2011年度の新日鉄グループの
CO2排出量は、67.1百万トンで、1990年
度比10.3％の削減となりました（粗鋼1ト

した。また、荷役能率向上による積揚地
での船舶停泊時間の短縮や船舶の大型
化（700トン船 → 1,500トン船）を進めてい
ます。 
　燃費改善では、陸上輸送におけるエコ
ドライブ・デジタルタコメーター導入
などのソフト施策や、省エネタイヤ・軽
量車両導入などのハード施策の適用に
加え、海上輸送においても新たな燃費改
善施策の導入・適用を図っています。
　当社は、これら施策の積極的な導入を
図るとともに、新たなCO2削減施策につ
いても、各分野の専門メーカーと綿密に
連携して、研究・開発・実証テストを実
行し、たとえば薄板製品の無梱包出荷体
制の構築による梱包用資材の削減を推
進しています。また、近年では、鉄鋼製
品の大量輸送のために長年築いてきた
配船・配車のノウハウと自動最適割付
手法を統合したシステムの導入・開発
を進め、輸送効率向上を目指し鋭意実機
化に取り組んでいます。

製造部門

生産工程でのCO2削減と
省エネルギーの取組み

運輸部門

物流における取組み

地球温暖化対策の推進2-4

※PJはペタジュール（10¹⁵ジュール）。1calは約4.19J。
1PJは原油約2.58キロリットル。

目標
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※2011年度は暫定値
[註]図B「エネルギー消費量の推移」および図C「CO2排出量の推移」の数値は、
新日鉄および関連電気炉会社等並びにオンサイトエネルギー供給会社（共同
火力3社＜君津、戸畑、大分＞、サンソセンター 2社＜名古屋、大分＞の新日鉄
引き取り分）の合計。

輸送量：万トン／年 億トンキロ／年

船舶 1,439（58.1%） 78.7（89.1%）

鉄道 8 （0.3%） 0.5 （0.6%）

トラック・トレーラー 1,030 （41.6%） 9.1 （10.3%）

合計 2,477 （100%） 88.3（100%）

全産業

当社のモーダルシフト化率は96.5%
［国土交通省の定義による輸送量ベース（2011年度）］

全産業（産業基礎物質以外）のデータは
国土交通省モーダルシフト等推進官民協議会
「距離帯別輸送機関別輸送量資料」より

新日鉄

トラック 船舶・鉄道

65%

96.5%

35%

3.5%
トラック

船舶・鉄道

日本鉄鋼業の地球温暖化対策への取組みとCO2削減効果（数字は2010年度）

1990 2010（年度）

（百万トン）

生産工程での取組み
CO2削減量は1,400万トンで、

わが国全体のCO2排出量の約1％に相当

民生・運輸等
CO2削減量は1,269万トンで、

わが国全体のCO2削減量の約１％に相当

産業間提携

製品・副産物による貢献

廃プラスチック等のさらなる有効利用

出典：一般社団法人日本鉄鋼連盟

合計1,269万t-CO2

高機能鋼材

（高炉ガスからのCO2分離回収技術、コークス炉ガス改質水素による鉄鉱石の還元技術）革新的技術開発への取組み

909万t-CO2
副産物

360万t-CO2

●環境家計簿の参加世帯の拡大

民生・業務・運輸における取組みの強化

●モーダルシフト、運行効率改善

●オフィスにおける新目標の設定と
　取組み強化

家庭部門

物流部門

業務部門

製品
副産物

製品活用
1,130万t

技術移転
4,010万t

スラグ活用
569万t

技術移転 高機能鋼材供給 副産物輸出

国際的な貢献
CO2削減量は5,709万トンで、

わが国全体のCO2排出量の約5％に相当

160

180

200

▼1,400万t-CO2
（▼7.3％）

200 186

内航船配船支援システム

新日鉄は現在、世界最高水準のエネルギー効率で鉄鋼製品を製造していますが、
一層の効率改善を目指しています。
また、高機能鋼材の供給や社会との連携によるCO2排出抑制、
民生・運輸部門における低CO2化にも取り組んでいます。
さらに、海外への省エネルギー技術の移転により、
地球規模でのCO2削減を推進しています。

※1　関連電炉会社等
大阪製鉄、合同製鉄、新日鉄住金ステンレス、中山製鋼所、
日本コークス、共同火力3社（君津、戸畑、大分）、サンソ
センター2社（名古屋、大分）。

図A 図B

図C

図E

『製鉄所における省エネルギー技術の例』

WEB

※2　トンキロ
1回の輸送機会ごとの積載数量×輸送距離の合計。
※3　モーダルシフト化率
モーダルシフトとは、トラックから鉄道、船に輸送手段
を替えること。モーダルシフト化率とは、輸送距離が
500km以上あって、鉄道または海運（フェリー含む）
により運ばれている輸送量の割合（国土交通省の定義）。

『物流部門のCO2排出量削減に向けての改善項目』

WEB

図A

図B

参考

図D
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水素鉄鉱石
還元技術

高
炉

コークス炉ガス

水素増幅技術

CO₂分離・回収技術

排熱（顕熱）

コークス炉コークス

（コークス消費量減少＝CO₂減少）

高炉ガス

還元鉄

転炉 CO₂貯留技術

社会への
水素供給

高炉ガス循環技術（EUとの情報交換）

加熱
銑
鉄

還元鉄

酸
素

ガス処理

H₂ 65%
CO 35%

CO

CO₂

H₂
H₂

ex.CH₄+H₂O　 3H₂＋CO

化学吸収法等
吸収液＋CO₂　 吸収液／CO₂（分離） 水素鉄鉱石

還元技術

環境調和型製鉄プロセス技術開発の概要図 図A

シーラボ全景

型製鉄プロセス技術開発（COURSE50）
プロジェクト」を実施中です。
　高炉からのCO2排出削減のために水
素増幅されたコークス炉ガス（COG）を
用いて鉄鉱石を還元する技術と、製鉄
所内の未利用排熱を利用した高炉ガス
（BFG）からのCO2分離・回収技術を主
要技術として開発を推進しています。
　COGの水素増幅技術では、コークス
炉から発生するCOG中に含まれるター
ル成分を、COGの高温（約800℃）を
有効利用して改質触媒で水素をはじめ
としたガスに分解することにより水素
増幅を行います。現在、君津製鉄所の
コークス炉にベンチ試験機を設置し、
実COGによる開発触媒の性能確認試験
等を実施中です。　

　当社は、廃木材チップを発酵させた人
工腐植土と転炉系製鋼スラグからなる鉄
分供給ユニット（ビバリー®ユニット）を用
いた沿岸域での藻場造成実証試験を実
施し、現在では全国28ヵ所の海域で地
元の協力を得て“海の森づくり”を展開
しています。藻場の拡大により、藻類の
光合成によるCO2の吸収・固定化量の
増加が期待できます。
　藻場造成実証試験と並行して、鉄鋼
スラグ利用の有用性と安全性を科学的に
解明するために千葉県富津市の技術開
発本部に海域環境シミュレーション設備
（シーラボ）を開設し、基礎研究を行って
います。シーラボでは、藻場や浅場を再
現した水槽を設置し、沿岸海域環境改
善や藻場造成に関するさまざまなシミュ
レーション試験を実施し、鉄鋼スラグの
有用性、安全性を確認しています。

　新日鉄は、製造工程におけるCO2の排
出削減に全力を挙げて取り組むとともに、
東日本大震災を契機とする節電に向け
て、オフィスでの省エネ活動の一環とし
て、エコ休日や昼休みの消灯、夏季の軽
装などを実施しました。さらには、従業
員の家庭における省エネ意識の向上と、
実際の排出削減を目指して、全社レベル
で環境家計簿を推進しています。

　2008年3月に改定された国の京都議
定書目標達成計画では、国全体の排出増
の一因として、家庭部門のCO2排出量の
大幅な増大が挙げられ、各企業に対して
も家庭での取組みへの協力が求められ
ています。
　当社では2008年7月より、本社、支店、
各製鉄所において「環境家計簿システ
ム」の運用を開始しました。東日本大震
災を踏まえた節電や省エネ意識の高ま
りをうけて、全国で約6,000名の役職員
が、電気、ガス、灯油、ガソリンなどの使
用実績を入力し、家庭におけるCO2排出
量を把握しています。本システムでは、
家庭の一人あたりCO2排出量を算出し、
事業所別の平均値と比較できるなど、取
組みを見える化することで、家庭におけ
るCO2削減促進の一端を担っています。

　新日鉄は、世界最高水準のエネル
ギー効率のさらなる向上を目指して、製
鉄所の省エネルギーによるCO2の削減
に取り組むとともに、抜本的にCO2を削
減するための「革新的製鉄プロセス」の
実現に挑んでいます。また、副産物であ
る鉄鋼スラグを利用した藻場造成によ
るCO2の吸収・固定化にも積極的に取
り組んでいます。

　新日鉄を含む高炉5社と新日鉄エン
ジニアリング（株）は、抜本的なCO2
削減技術の開発に取り組む「環境調和
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　新日鉄は、日本の優れた省エネ技術
の海外への技術移転が世界的なCO2
削減に最も効果的であるという認識の
下、世界鉄鋼協会やGSEP（エネルギー
効率に関するグローバルパートナーシップ）

などの多国間、日中・日韓・日印の二
国間などさまざまな形で世界的な省エ
ネルギー・環境対策の取組みに積極的
に参加しています。

　新日鉄は、中国や韓国においてCO2
削減につながる省エネルギー設備など
を活用したCDM（発展途上国でCO2削減
プロジェクトを進め、これによる削減分を排

出権として獲得できる措置）プロジェクト
に積極的に取り組んでいます。
　中国では、新日鉄エンジニアリング
（株）が設備を供給したフロン分解の
CDMプロジェクトを三菱商事（株）と共
同で進め、CO2換算で年間約1千万トン
の排出削減を行っています。当社はこ
のうち年間約2百万トン(5年間計10百万ト
ン)を排出権として購入します。このほか、
新日鉄エンジニアリング（株）が受注し
たコークス炉の省エネ設備であるCDQ
（コークス炉から排出されたコークスの熱を蒸

気や電気に変える設備）や韓国でのダスト
リサイクル設備に関してもCDMプロ
ジェクトを推進しています。

　新日鉄をはじめとする日本鉄鋼業は、
世界的な同業種における技術をベース
とした環境保全・省エネルギーの取組
みであるグローバル・セクトラル・ア
プローチを積極的にリードしています。
　日中間では2005年以降毎年、「日中
鉄鋼業環境保全・省エネルギー先進技
術交流会」を開催し、環境保全や省エ
ネルギーに関して、日中の専門家によ
る技術交流を行っています。2011年
11月に、6回目の交流会を神戸で開催
し、地球温暖化問題や中国の環境技術
に関して活発な討論を行いました。

技術開発

地球温暖化防止のための
研究開発

　2006年から日・米・加・中・韓・印・
豪の7ヵ国で省エネ環境技術の移転・
普及の取組みを行ってきたAPP※1（クリー
ン開発と気候に関するアジア太平洋パートナー

シップ）が発展的に解消し、GSEP※2の
鉄鋼WG（議長国：日本）が2011年に立
ち上がり、2012年3月に東京で第一回
会合が開催され、より広域な国と地域が
連携して省エネ技術の普及に取り組むこ
とになりました。
　また、日本の産業が、海外において
CO2削減への貢献を推進するための手
段のひとつとして、現在、日本政府は、
二国間オフセット・クレジット制度とい
う新たな手法を提案しています。本制度
は、途上国との二国間の取り決めにより、
低炭素技術による海外での排出削減へ

の貢献を、柔軟かつ機動的に評価・認
定し、当該利害関係者（日本・相手国政府、
日本・相手国の鉄鋼および関連企業）にメリッ
トを分配する制度です。その一環として、
2011年、当社はインド、南アフリカに
おいて調査事業を行いました。
　当社は、世界共通の手法で製鉄所の
CO2を計算・報告する世界鉄鋼協会の
CLIMATE ACTIONプログラムに参画
し、CLIMATE ACTION メンバーに選
ば れ て い ま す。 近 年、CLIMATE 
ACTION メンバーであることの確認を
求める需要家も少なくありません。さら
に、世界鉄鋼協会では、日本鉄鋼業が
中心となり、本計算方法のISO規格化
を推進中です。これが実現すれば、世
界共通の計算法でCO2の原単位を算出

することが可能となり、鉄鋼業の目指
すグローバル・セクトラル・アプローチ
を大きく推進させることになります。

CLIMATE ACTION　メンバー証

民生部門

オフィス・家庭における取組み

日本鉄鋼業の
環境保全・省エネルギー国際協力

社員が毎月の
使用エネルギー実績を入力
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鉄鋼業のエネルギー効率の国際比較

水素 水素

現行COG 水素
タール・軽油

触媒化学反応場

一酸化炭素、等

炭化水素
（メタン等）

一酸化炭素
残存炭化水素、等

（ドライガス化）
水素増幅

COG顕熱
（水蒸気）

増幅水素
（顕熱相当分）

増幅水素
（タール・
軽油転換分）

COGの水素増幅技術

革新的製鉄プロセス技術の開発

出典：「エネルギー効率の国際比較（発電、鉄鋼、セメント部門）」RITE、2010
　　 （日訳・数値記載は一般財団法人日本鉄鋼連盟）

※1　APP
Asia-Pacifi c Partnership on Clean 
Development and Climate
※2　GSEP
Global Superior Energy Performance 
Partnership

図A

図B

『世界鉄鋼協会によるCO2ブレークスルー
プログラム』

WEB

図B 参考

鉄鋼スラグ製品を用いた沿岸域の
藻場造成によるCO2の吸収・固定化

CDMプロジェクトの推進

『海外での技術協力実績』
WEB

技術移転

世界規模で進める
技術協力・技術移転
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コマーク商品類型として登録され、グ
リーン購入法の「特定調達品目※4」
に指定され、国土交通省監修の「建設工
事共通仕様書」にも採用されています。

ダストおよびスラッジのリサイクル
　当社では、鉄の製造工程で発生する
ダストおよびスラッジ※5を原料として再
利用することを目的に、2000年より君
津、広畑、光（現在は新日鉄住金ステンレス
（株）に移管）の各製鉄所に回転炉床式還
元炉（RHF設備）を導入しました。2008年
には当社の製鉄所で発生するダストを
全量再資源化する体制が整いました。
2009年3月には、廃棄物処理法の特例
である再生利用認定を取得し、同年10
月より社外のダスト処理を実施してい
ます。また、2011年10月に（株）神戸製
鋼所との製鉄ダストリサイクル合併プ
ラントが営業運転を開始しました。

電子マニフェストの導入推進
　当社は、産業廃棄物の委託処理にあ
たり、マニフェスト管理のさらなる強化
を目指して、電子マニフェストの導入を
積極的に推進しています。電子マニフェ
ストは、2004年より八幡製鉄所で導入
をはじめましたが、近年、利用環境が整
備され、2011年度は、当社の全製鉄所で
発行するマニフェストの約66％を電子
化しています。また、新たな取組みとし
て、産廃委託契約の電子化も推進してお
り、コンプライアンスの向上を図ってい
ます。

他産業とのかかわり
　新日鉄は、社会や他産業で発生する
副産物を製鉄プロセスの原燃料の代替
として利用することにより、社会全体の
天然資源の投入抑制や廃棄物の削減に

副産物の発生と最終処分量
　鉄の製造時には、鉄鉱石に含まれる
鉄以外の成分である鉄鋼スラグ※1、集じ
ん機に捕集されたばいじん（ダスト）、水
の浄化工程で分離した沈殿物（スラッジ）
など、鉄を1トンつくる際に600kgを超
える副産物が発生します。
　新日鉄では、2011年度に3,063万トン
の粗鋼を生産し、その結果、1,877万ト
ンの副産物が発生しました。発生した
副産物の大半は社内外でリサイクルさ
れ、21万トンを最終処分しました。

鉄鋼スラグのリサイクル
　副産物の大半を占める鉄鋼スラグは、
ほぼ全量が資源として有効活用されてい
ます。高炉スラグは約７割がセメント用
に使用され、製鋼スラグは路盤材や土木
工事用資材として利用されています。ま
た、製鋼スラグは従来から肥料等の土壌
改良材としても利用されていることに加
え、近年は、藻場の再生や、海域環境修
復への利用が進められています。
　製鋼スラグを原料として成分管理と
粒度調整を施したカルシア系改質材は、
浚渫土と混合することにより、浚渫土の
強度を向上させたり（浚渫土の有効利用促
進）、浚渫土中のリンや硫化水素等（赤潮・
青潮発生の原因物質）の発生抑制（海域環境
の改善）効果が確認されています。
　カルシア改質土を使用した水面埋め
立て事業が、名古屋製鉄所で2011年よ
り開始しています。
　高炉スラグを微粉砕し普通ポルトラ
ンドセメント※2と混合した「高炉セメン
ト」は、セメント製造時の工程省略となる
ため約４割のＣＯ２排出削減効果があり
ます。また、長期強度に優れ、大型構造
物の温度ひび割れ（セメントの化学反応に伴
う発熱に起因するひび割れ）対策に有効で、
塩害やアルカリ骨材反応※3にも優れた
耐久力があります。「高炉セメント」はエ

貢献しています。

廃プラスチックのリサイクル
　当社は、各地方自治体が一般家庭か
ら回収する容器包装プラスチックを、
コークス炉を使ったケミカルリサイク
ル法により100％再資源化しています。
現在、5ヵ所の製鉄所で全国の自治体を
カバーする受け入れ体制を確立してお
り、全国で回収される容器包装プラス
チックの約3割にあたる約20万トンを処
理しています。これは、単一企業での受
け入れ規模としては世界最大です。こ
れまでの累計処理量（2000～ 2011年度)
は約170万トンに至り、これは、CO2削
減量で530万トンに相当します。近年
では、使用後のユニフォームなどの化学
繊維やトレイメーカーとの連携により
食品トレイも同法でリサイクルして石
油化学製品等に再資源化しています。

廃タイヤのリサイクル
　当社は、全国から集めた廃タイヤを広
畑製鉄所にてリサイクルしています。
製鉄プロセスである冷鉄源溶解法で廃
タイヤを原燃料として利用しているほ
か、ガス化リサイクル設備により廃タイ
ヤを熱分解して、100%再資源化してい
ます。
　処理能力は年間12万トンに及び、日
本で発生する廃タイヤの約１割を再資
源化しています。

社内ゼロエミッションの推進

社会や他産業との連携による取組み

社会や他産業で発生した副産物／
廃棄物の受入れ有効利用

製鉄プロセスのなかでの
リサイクル

鉄鋼業

鉄鋼業で発生した副産物／
廃棄物の他産業での有効利用

社会
廃プラスチック
廃タイヤ
鉄スクラップ
廃スチール缶

コークス炉・高炉
冷鉄源溶解炉
転炉・電気炉

受入れ鉄鋼プロセス

他産業
廃ニッケル触媒
廃エッチング液
アルミドロス
ペーパースラッジ
廃酸
化学繊維
廃トナー

電気炉

転炉

酸洗工程
コークス炉
ＲＨＦ

鉄鋼の副産物
スラグ

亜鉛原料
鉄粉
セメント原料

スラッジ
石炭灰

磁性材料
セメント原料

ダスト

土木建築材料
セメント原料
肥料
地盤改良材

副産物 発生工程
発生量（湿潤重量）

資源化用途
リサイクル率

2010年 2011年 2010年 2011年

高炉スラグ 高炉で溶融された鉄以外の成分 977万トン 929万トン 高炉セメント、コンクリート、細骨材、
路盤材他  100%  100%

製鋼スラグ 鋼製造時に発生する
鋼以外の成分 451万トン 416万トン 路盤材、土木資材、肥料他  99%  99%

ダスト 集じん機に捕集された
微粉類 291万トン 277万トン 事業所内原料、亜鉛精錬用原料  99%  100%

スラッジ 水処理汚泥、メッキ液処理残さ、
道路清掃汚泥 41万トン 37万トン 事業所内原料  81%  87%

石炭灰 石炭焚き発電設備からの燃え殻 38万トン 39万トン セメント原料  100%  100%

使用済炉材 製鋼設備、炉設備からの耐火物 25万トン 20万トン 再利用、路盤材等  70%  68%

その他 スケール、その他 169万トン 159万トン 所内利用、その他  90%  90%

　　　　　　　　　合計　 1,992万トン 1,877万トン 全体のリサイクル率  99%  99%
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循環型社会構築への参画2-5

鉄鋼の製造工程ではさまざまな副産物が発生しますが、
それらは資源として鉄鋼製造工程や社会で有効に活用されています。
新日鉄は、鉄の製造工程を活用することで環境負荷の少ないゼロエミッションの実現や、
社内発生物の循環利用にとどまらず、社内や他産業で発生する副産物の資源化にも積極的に取り組んでいます。

副産物発生量と資源化の推移（2011年度）

新日鉄の最終処分量の推移（単位：Wet万トン／年）

高炉セメントと普通ポルトランドセメント比較

鉄鋼業と社会や他産業との資源循環の関係

新日鉄の鉄鋼スラグ利用用途（単位：万トン／年）

新日鉄の電子マニフェスト普及状況（単位：%）

図A 図B

※1　鉄鋼スラグ
金属精錬の際に、溶融した金属から分離されて回収される副
産物。道路の路盤材やセメントの原料などになる。
※2　普通ポルトランドセメント
水硬化性セメント。シリカ、アルミナ、酸化鉄、石灰を含む原
料を焼成したクリンカーに石こうを加え、粉末にしたもの。
※3　アルカリ骨材反応
コンクリートにおける劣化現象のひとつで、コンクリートに含ま
れるアルカリ分が、骨材（砂利や砂）の成分と反応し、異常
膨張やひび割れなどを引き起こすこと。
※4　特定調達品目
国、独立行政法人等が率先して調達を推進すべき品目。
※ 5　スラッジ
工場排水や下水処理に伴って回収される泥状の副産物。

『日本の高炉セメント販売量推移』
『スラグリサイクルの概念図』

WEB

『製鉄所別廃プラスチック処理実績量と
全社累計量』

WEB

図C 図D

図E

図F

図A

図B

図D 図E

図F

図C

『廃タイヤの処理実績』

WEB
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に、遮断弁、緊急ピット、検知計を設置し、
それらを運用するための作業標準・手順
書の整備などを実施しました。さらに護
岸・岸壁からの異常漏水を防止するため
に、点検標準・手順を整備するとともに、
現在、設備対策の実施を推進しています。
　今後も引き続き法、条例、協定を遵守
し、グループ会社を含め、より良い水環
境を構築すべく、その対応を推進してい
きます。

土壌リスクマネジメント
　当社は土壌、地下水の環境保全にお
いて、「土壌汚染対策法」並びに各自治
体の「条例」、「油汚染対策ガイドライン」
等に準拠し、地方自治体の指導のもとに
適切な対応を実施しています。
　2010年4月に施行された改正土壌汚
染対策法に基づき、製鉄所構内での
3,000㎡以上の掘削等の土地形質変更
工事に際しても汚染調査等必要な対応
を実施しています。
　また、当社のみならず、グループ会社
も適切な対応が図れるように情報共有
をはじめ連携を密にし、当社ならびにグ
ループ会社各事業所周辺の土壌、地下
水の環境保全に努めています。

大気リスクマネジメント
　新日鉄では、科学的なシミュレーショ
ンに基づいて大気リスクの分析を行い、
SOx（硫黄酸化物）、NOx（窒素酸化物）、ばい
じんの低減のため、低硫黄燃料の使用、
SOx・NOx排出削減設備、NOx生成の
少ないバーナーの採用、排ガス処理装置
などの効果的な設備対策を実施してい
ます。同時に定期的なパトロールや常
時モニタリングによって、環境への異常
な排出がないことを監視しています。 

水質リスクマネジメント
　当社は全製鉄所で年間約40億トンの
淡水を使用していますが、その約90%を
循環使用し、公共水域への排出量を最
小限としています。また、排水処理設備
の機能維持・改善に努め適切な処理を
行うとともに、排水のきめ細かな水質点
検管理を通じて、製鉄所周辺の公共水
域の水質汚濁防止に努めています。
　2005年以降、水質汚濁防止の重要性
に鑑み、万一トラブルが発生した場合で
も、異常排水を製鉄所外に出さないよう

化学物質の総合的な排出管理
　当社は、PRTR法※1 に規定されている
462物質について、法施行以前の1999
年より一般社団法人日本鉄鋼連盟にて
自主的に整備したマニュアルに則り、排
出の抑制と管理の改善に努めてきました。
同様な枠組みで、2004年に新たに大気
汚染防止法に導入された揮発性有機化
合物（VOC）※2 についても、一般社団法人
日本鉄鋼連盟全体でマニュアルを整備
し、基準年の2000年度に比べ2010年度
に排出量を30%削減するための自主的
な取組みを進めてきました。その結果、
すでに2009年度において目標を達成し、
その後も着実に削減を進めています。
　また、石綿含有製品の代替化促進に
も率先して取り組み、安全な取扱基準に
従って、可能な部位から取り替え・処分
を実施しています。

PRTR法に基づく排出管理
　2011年度の当社届出実績は、対象物
質が49物質でした。排出量は、大気へ
235トン、公共用水へ24トンでした。ま
た、製鉄所の外への移動量は、マンガン
およびその化合物や、クロムおよび3価
クロム化合物などを含め、計6,027トン
でした。
　化学物質の使用情報は、化学物質を
取り扱っている部署が定期的にデータ
を登録し、届出期日の毎年6月末までに
集計しています。また、ホームページを

環境リスク低減の取組み

緊急排水遮断設備（堺製鉄所）

通して情報開示を行っています。

化学物質の自主的な重点管理
●ベンゼン、テトラクロロエチレン、
　ジクロロメタン
　大気汚染防止法に定められている有
害大気汚染物質について、取扱量の少
ないトリクロロエチレンを除き、年間取
扱量1トン以上の製鉄所で自主的に削減
計画を策定し、実行に取り組んできまし
た。その結果、2005年度には3物質とも
ほぼ目標を達成しましたが、その後も継
続して削減レベルを維持できるよう努
力を続けています。
●ダイオキシン
　当社では、ダイオキシン類の排出に関
連する施設として、焼結設備、焼却設備
等が特定施設に指定されており、すべて
排出濃度基準を満たしています。さらに、
一般社団法人日本鉄鋼連盟のガイドラ
インに基づく自主的削減にも取り組んだ
結果、1997年度を基準として、2002年
度までに絶対量で30%削減という目標
を達成し、2011年度の実績では約90%
もの削減を行いました。

※ 1 PRTR 法
特定化学物質の環境への排出量の把握等および管理の
改善の促進に関する法律の略称。
※ 2 揮発性有機化合物（VOC：Volatile Organic 
Compounds）
2004年の大気汚染防止法の改正で浮遊粒子状物質や光
化学オキシダントの原因となる物質として規制対象となった、
大気中に気体で排出される有機化合物。

化学物質の自主的な重点管理
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2011年
50億m3/年
（162m3/t） 79.1

20.9
海水

循環水
70.7

淡水
8.4
原水

※（  ）は、粗鋼1トンあたりの用水使用量。

全社用水使用量（単位：％）
（2011年度　発電所を含まず）

SOx・NOxの排出量推移（単位：106Nm3）

新日鉄では、1970年の会社設立時に公害防止対策委員会を設置し、
環境リスクの低減に率先して取り組んできました。
大気汚染防止法などの法令遵守はもちろん、製鉄所ごとに異なる環境リスクを踏まえ、
各地域の環境保全の継続的な向上を目指して、環境リスクマネジメントを推進しています。
また、グループ全体での効果的な環境リスク低減に取り組んでいます。

排ガス処理装置（大分製鉄所）

図A

図B

図C

『大気・水質・土壌リスクに関する排出量推移』

WEB

『当社届出全物質一覧』

WEB

『化学物質の自主的な重点管理』

WEB

図A

図B

図C



新日鉄は、1998年に設置した環境経営委員会を中心に、
関係するグループ会社を含めて体制を整備し、
社内外の監査を組み合わせてPDCAを回すマネジメントシステムを構築し、
環境リスクを予知して対応する活動を推進しています。

図B 図C 図D

36 37

グループ会社

本社（2012年4月現在）

環境経営委員会（2回／年）

経営会議（重要課題の審議）
取締役会（報告）

製鉄所連絡会（4回／年）

環境担当
部長会議
（4回／年）

関係会社環境会議（2回以上／年）

製鉄所＋本社

委員長：環境担当副社長　構成人数：12名　
構成員：副社長、常務、執行役員、部長

CO2対策検討TF（2回／年）
　リーダー：環境担当副社長　構成人数：17名
　構成員：副社長、常務、執行役員、部長

環境グループ
リーダー会議
（4回／年）

　資源リサイクル部会
　自主行動計画の着実な実行推進
　部会長：技術総括担当常務取締役
　構成人数：7名　構成員：常務、執行役員、部長

　環境対応素材部会
　エコプロダクツ®の開発・普及
　部会長：営業総括部長
　構成人数：8名　構成員：常務、執行役員、部長

環
境
部

営
業
部

技
術
総
括
部

製
鉄
所

環境情報基盤（IT技術の活用）

技
術
開
発
本
部

連
携

欧州／
アルセロール・
ミッタル

一般社団法人
日本
鉄鋼連盟

世界
鉄鋼協会

韓国／
ポスコ

環境監査
　新日鉄は、製鉄所長を責任者として、
ISO14001の国際規格に則りながら環境
保全に注力しています。この取組みは
中期環境経営計画に基づいて進められ、
環境経営委員会の場で全体の状況をレ
ビューしつつ、さらに必要な対策を講じ
ています。2011年度は2009年度から
継続して粉じん対策と異常排水対策な
どを重点的に進めました。
　毎年、製鉄所の実績は、所長によるマ
ネジメントレビューを経た上で、本社環
境部が実施する内部環境監査で内容や
改善点などを確認しています。環境マネ
ジメントシステムについては、ISO14001
の国際規格を満たしていることを第三者
審査で確認しています。2011年度は大分、
室蘭、釜石、堺で更新審査を受け、認証・
再登録されています。
　グループ会社の環境リスク管理につ
いては、コーポレートリスクマネジメン
ト部管掌のコーポレート・ガバナンス
全体のなかに位置づけられていますが、
2011年度下期にはリスク要因を多くも
つ7社に対し独自にヒアリングを実施し
て課題の共有と改善を図りました。今
後も関係会社環境会議参加会社を対象
に、コーポレートリスクマネジメント部
のヒアリングに同行し、リスク管理レベ
ル向上に努めていきます。

関係会社環境会議
　当社のグループ会社のなかから環境
リスクのある関係会社を特定し、定例の
「関係会社環境会議」によって、環境関連
法令や基準値・協定値超過を防止する
取組みを中心に情報交換を実施すると
同時に、個別に各社との対話を行ってい
ます。2011年度は、地球温暖化対策、大
気汚染防止法改正対応と水質汚濁防止
法改正対応、廃棄物管理などについて
連携して取り組みました。

環境教育
　当社は、コンプライアンス、環境に関す
る方針、環境マネジメントシステムを経
営の重要な基盤と位置付け、新入社員・
新任管理者などの階層に分けて、事業所
ごとに環境教育を実施しています。
　また、ISO14001の内部監査員や公害防
止管理者、エネルギー管理士等の資格に
チャレンジする社員を支援する研修会・
勉強会を行っているほか、社外セミナー
などへの派遣も積極的に実施しています。

環境会計の考え方
　新日鉄では、企業活動の指針として活
用するため環境会計を導入し、環境保全

にかかるコストと効果を把握し、2000
年度より公表しています。
　鉄鋼業は装置産業であり、集じん機な
どの環境対策設備を導入し、また生産設
備の高効率化を図ることで、環境保全と
省エネルギーを実現してきました。こ
れらの取組みを環境対策設備、省エネ
ルギー対策設備の投資額として把握し、
環境保全に要する経費を環境保全コス
トとして把握しています。

環境保全コスト
　当社の2011年度の環境保全コストは、
設備投資額では省エネ対策投資91億円、
環境対策投資130億円、リサイクル対策
投資98億円となり、また環境保全にか
かる経費は603億円となりました。環境
対策投資額は、設備投資総額の約7%に
相当し、経費のうち、最大の比率を占め
る大気汚染防止コストは年間305億円、
水質汚濁防止コストは94億円になりま
した。また、環境関連の研究開発費用と
して52億円を投入しました。

　環境対策では、粉じん発生防止を目
的とした大気汚染防止対策はもとより、
製鉄所の岸壁や護岸からの漏水防止対
策に投資しました。省エネルギー投資
に関しても、発電所の高効率化や各製造
工程における省エネルギーの総合対策
を行いました。
　環境保全コストに関しては、特に製鉄
所で発生する粉じんの発生防止対策を
図った結果、2010年度と同様に大気汚
染防止コストが最大の項目となりまし
た。また、省エネルギー対策も精力的に

マネジメント体制
　新日鉄は、半期ごとに開催する環境経
営委員会を軸に、中期環境経営計画を
推進しています。また地球温暖化対策
については、2008年からCO2削減に関
するタスクフォースを組織して推進し
ています。特に、重要な環境リスクであ
る降下ばいじん、排水管理、廃棄物管理
については、それぞれ定期的な全社会議
を通じて改善を推進しています。また、
年に2回以上開催される関係会社環境
会議において、グループ会社との情報共
有化を進め、地下水汚染防止など環境リ

スクを特定して重点的に取り組む仕組
みを構築し、環境保全に努めています。

　また、全社環境担当部長会議および
環境担当グループリーダー会議を定期
的に開催し、PDCAを効果的に回してい
ます。

環境マネジメントシステム

PLAN
（計画）

ACTION
（改善施策）

DO
（実施）

CHECK
（監査）

■当社の年間環境マネジメントサイクル

2月・8月 環境経営委員会
2月・7月 資源リサイクル部会
 環境対応素材部会
 CO₂対策検討TF
3月 計画書の作成

製鉄事業（各製鉄所）、
各事業セグメントごとに実施

月1～ 2回 経営会議
年4回 製鉄所連絡会
5月・11月 関係会社環境会議
9月・2月 関係会社トップセミナー

年1回 外部監査
4月～ 7月 内部監査
2月～ 3月 業務監査
2月・8月 環境経営委員会
5月・11月 関係会社環境会議
 環境・社会報告書の発行

※棒グラフの上の数字は当該年度の投資額。
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図A 新日鉄の環境マネジメントシステム

２.環境報告
2-7 環境マネジメントシステムの推進

図A

『環境監査の仕組み』
『当社ISO14001登録状況』

WEB

『2011年度関係会社環境会議参加会社一覧』
『関係会社ISO14001登録事例』

WEB
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5,139万t

鋼材輸入
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粗鋼生産
1億1,080万t　

新日鉄は、グループ全体で、
優れた機能を有する鋼材を生産・提供することにより、
省エネルギー、省資源、有害物質フリーなど、
サプライチェーン全体での環境負荷低減に貢献しています。

■日本の鉄鋼循環図 (2010年度)

出典：一般社団法人鉄源協会
　　 鐵鋼スラグ協会
　　 鉄鋼統計要覧

ダミー

進め、昨年とほぼ同額の設備投資・経費
を投入しました。 

環境保全効果
　環境保全の効果に関して、事業活動
に投入する資源の削減効果は、たとえば
エネルギー消費量の減少に関しては本
報告書の「地球温暖化対策の推進」のな
かで、また水使用量および各種資源投
入量の減少は、それぞれ「水質リスクマ

ネジメント」、「エネルギーと資源の循
環・環境側面」で記載しています。
　大気関連はSOx、NOx、水質・土壌関
連はCOD、窒素、リンについて個別のパ
フォーマンス指標を使った実績把握で
記載し、有害化学物質でダイオキシン、
ベンゼンなどの削減実績を、廃棄物は最
終処分の削減量を記載しています。
　当社は、省エネルギー、大気環境、水
質保全、化学物質管理、資源循環の各分
野に設備の老朽化対策も含め適切な投
資を実施しており、2011年度の環境コ

ストの多くは、これまで実施してきた諸
対策の維持管理が中心となっています。
　当社は、今後とも環境会計の精度向
上を図り、経営指標として活用すること
により効果的な設備投資を行い、さらな
る環境保全と省エネルギーに努めてい
きます。

『鉄鋼製造プロセスと環境・省エネ・リサイクル対策』

WEB

図F

　天然資源である鉄鉱石を主原料とす
る高炉法とスクラップを主原料とする
電炉法が補完しあうことで、必要な用途
に生まれ変わることができる鉄は、環境
負荷を最小にしながら持続可能な社会
の発展に寄与しています。

　地球温暖化対策を支えるハイブリッ
ド車や省エネ機器、風力・太陽光・原子
力などの発電設備には高張力鋼板や電
磁鋼板などの高機能鋼材が不可欠です。
また、循環型社会の構築には長期間の
使用が可能で、リサイクル性の高い鋼材
が必要です。さらに、有害物質を含まな

日本の鉄鋼循環（2010年度の例）
　日本には、工業品や建築物など鉄鋼製
品として社会に蓄積された鉄が約13億
2,100万トンあります。「日本の鉄鋼循
環図」は、鋼材として鉄鋼メーカーより
出荷され、鉄鋼製品となって社会に供給
され、容器類のように短期間で回収され
るものや、自動車や機械品など数年間利
用されるもの、建築物など長期間利用さ
れるものなどが、使用された後に廃棄さ
れ回収されたスクラップと、鉄鋼メー
カーの製造工程で発生した自家発生ス
クラップ、鋼材を加工し鉄鋼製品とする
際に発生した加工スクラップがバラン
ス良くリサイクルされていることを示し
ています。

い鋼材に対する要求はますます厳格化
しています。こうした社会の要請に対
応して、新日鉄は、LCA※1の思想に立脚
し、「原料採掘～輸送～鋼材生産～部
品・部材の加工・組立て～お客様での
製品使用～リサイクル」のライフサイク
ル全体で、環境負荷が最少となるエコプ
ロダクツ®を提供しています。LCAを考慮した

エコプロダクツ®（環境対応型商品）の製造

※1　LCA（Life Cycle Assessment）
製品を原料の採掘から輸送、素材の製造、部品製造、組
立て、さらに製品の使用、リサイクル、廃棄に至るすべての
工程（＝ライフサイクル）で環境負荷を評価する考え方。

『LCAを考慮した新日鉄の鉄鋼製品の製造』
『LCAの観点から環境課題に対応した
エコプロダクツ®の例』

WEB

2-8 環境・エネルギーソリューションの提供

項目 定義
2010 2011

設備投資額 経費 設備投資額 経費

環境対策コスト
大気汚染防止 集塵設備運転費、整備費、排ガス脱硫・脱硝処理、

原料ヤード粉じん対策費用など 187 293 81 305

水質汚濁防止 事業所から外部に排出する排水処理に要する電力費、薬品代、
整備費、作業費（循環使用水の処理にかかる費用は除く）

19 98 49 94

地球温暖化対策コスト 省エネルギー対策 省エネルギー設備運転費、整備費 160 25 91 18

資源循環コスト
副産物・産業廃棄物処理 副産物・産業廃棄物の埋立、焼却、外部委託処理に要する費用 − 58 98 55

事業系一般廃棄物処理 事業系一般廃棄物の処分費用 − 6 − 5

管理活動コスト

EMS構築、ISO14001認証取得 環境マネジメントシステムの構築、維持管理に要する費用 − 0.2 − 0.2

環境負荷の監視・測定 大気、水質等、事業所でのモニタリングに要する費用 − 6 − 7

環境対策組織人件費 全社の環境担当専従者の人件費 − 15 − 15

研究開発コスト
エコプロダクツ®開発 環境配慮型鉄鋼製品の研究開発費用（人件費も含む） − 31 − 27

製造段階の環境負荷
低減開発

製造段階における副産物対策、省エネルギー等の開発に要する費用
（人件費も含む）

− 21 − 25

社会活動コスト 緑化、環境団体支援、広告 事業所での緑地造成、環境広報、展示会への出展等に要する費用 − 24 − 22

その他環境コスト SOx賦課金 公害健康被害補償法に定められた健康被害予防事業への拠出金 − 30 − 30

合計 366 607 319 603

（単位：億円／年度）環境保全コスト一覧表図E

効果の内容 指標の分類 環境報告書への記載

事業エリア内効果

事業活動に投入する資源に
関する環境保全効果

エネルギー消費量の減少 地球温暖化対策の推進

水使用量と循環量 水質リスクマネジメント

各種資源の投入量の減少 エネルギーと資源の循環・環境側面

事業活動から排出する
環境負荷および廃棄物に
関する環境保全効果 

大気への排出等
環境負荷物質の排出量の減少 大気リスクマネジメント

騒音、振動の減少 大気リスクマネジメント

水域・土壌への排出 環境負荷物質の排出量の減少 水質リスクマネジメント

廃棄物等の排出
廃棄物等の総排出量の減少 社内ゼロエミッションの推進

有害な廃棄物の排出量の減少 化学物資の総合的な排出管理

その他の環境保全効果 輸送その他に関する環境保全効果 輸送量の減少・輸送に伴う環境負荷の減少 物流およびオフィス・家庭での取組み

環境保全効果一覧表図F

図E
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新日鉄は、地域社会とのパートナーシップを大切に考えています。各地域の特性を反映した環境
保全活動を実践するとともに、地域のさまざまなステークホルダーの皆様との環境リレーション
ズを積極的に展開しています。また、文化・体育活動の支援など、さまざまな形で地域社会への貢
献を積極的に行っています。

して、会社発足直後の1971年以来、
国際生態学センター宮脇昭所長（横浜国
立大学名誉教授）の御指導により、全国
10ヵ所のすべての製鉄所で「郷土の森
づくり」を推進してきました。これは、
その土地本来の自然植生を調べ、慎重
に樹木を選定し、ポット苗をつくり、
造成したマウンドに地域の方々と従業
員が一つひとつ丁寧に植えていくもの
で、日本で初めてのエコロジー（生態学
的）手法に基づく企業による地域の景観

に溶け込む森づくりとなりました。現在
も、宮脇先生の御指導により、社員の
意識向上を図るとともに、全社運動と
しての植樹を継続しています。

　新日鉄グループは、あらゆるステー
クホルダーの皆様とのパートナーシッ
プを大切にしており、双方向のコミュニ
ケーションに基づく取組みの改善によ
る企業価値の向上を目指しています。
　当社は、未来を担う子どもたちや大
学生、その教育に携わる教員の皆様と、
「ものづくり」の大切さや環境問題への
取組みを知っていただくために、積極

的な連携・交流を図っています。また、
企業、行政、学界、市民がそれぞれの
枠に留まらず、立場や国境を超え、連
携して行動するため、国際社会や地域
社会のさまざまな団体との環境リレー
ションズ※1を積極的に展開しています。
　また、地域社会やお客様・調達先の
皆様に対しては「恒久的に信頼される
会社」であることを目指し、株主・投

資家の皆様には、コミュニケーション
機会の拡充とタイムリーできめ細かい
情報発信を徹底していきます。そして、
従業員が誇りと意欲をもって働ける会
社づくりを推進していきます。
　当社は、地域に根ざした社会貢献活
動を実践し、これからも社会の一員と
して企業の社会的責任を果たしていき
ます。

新日鉄グループとステークホルダー3-1

※ 1　環境リレーションズ
当社は環境に関する情報の発信、社外
との交流を中心とした、環境に関するコ
ミュニケーション活動を「環境リレーショ
ンズ」と呼び、積極的に推進しています。

高まるなか、カドミウムなど14の有害
な化学物質群に関して、お客様・調達
先と連携して管理基準を定め、梱包材
を含めた調達原料・製品中の環境負荷
物質を管理する体制を整備しています。
　また、関係法令、経団連「企業行動憲
章」に定められている適正な購買取引
方針等を含めて社内規定化し、資源保
護、環境保全等への充分な配慮を怠ら
ないことを購買取引の基本方針として
取り組んでいます。

　新日鉄は、製品の製造・管理体制の
標準化や改善を推進する「品質保証」と、
個別製品の製造、管理、開発・改善を推進
する「品質管理」を両輪とした取組みを
推進し、ISO9001認証取得や個別セク
ター要求認証取得という形で、第三者
やお客様からも評価されています。
　同時に当社は、当社グループおよび委
託加工先を含めた品質管理体制の見直
し・強化を図っています。

　当社は、LCAの思想に立脚して、サ
プライチェーンのさまざまな場面で環
境負荷低減に取り組んでいます。特に、
化学物質の管理強化の要求がますます

品質保証・品質管理

サプライチェーンマネジメント カドミウムおよびその化合物
6価クロム化合物
鉛およびその化合物
水銀およびその化合物
ビス（トリブチルスズ）-オキシド（TBTO）
トリブチルスズ類（TBT類）、トリフェニルスズ類（TPT類）
ポリ臭化ビフェニル類（PBB類）

ポリ臭化ジフェニルエーテル類（PBDE類）
ポリ塩化ビフェニル類（PCB類）
ポリ塩化ナフタレン（塩素数が3以上）
短鎖型塩化パラフィン（炭素数10～13）
アスベスト類
アゾ染料・顔料
オゾン層破壊物質

■品質保証に関する有害物質管理

　新日鉄は、北海道から九州まで全国
の製鉄所がそれぞれの地方自治体と「環
境保全協定（公害防止協定）」、「工場緑化
協定」などを結んでいます。これらの
協定は、大気、水質、廃棄物、騒音、
振動、悪臭、緑化など、環境に関する
あらゆる項目をカバーしており、各地
域の特性を反映した内容となっていま
す。当社は、地方自治体とのパートナー
シップに基づくこれらの協定を遵守し、
改定を行いながら、地域社会の環境保
全に努めています。

　当社は、「自然と人間の共生」を目指

地域との環境保全協定

宮脇先生による植樹指導（君津製鉄所）

地域の景観に溶け込む
「郷

ふるさと

土の森づくり」

社外団体・NGO
国際社会、地域社会のさまざ
まな社外団体・NGOの方々
と立場を超え、国境を超えて
連携して行動する環境リレー
ションズを積極的に展開して
います。

地域社会
地域の特性を反映した環境
保全活動を実践するととも
に、地域のさまざまなステー
クホルダーの方々との環境
リレーションズを積極的に
展開していきます。

お客様・調達先
原材料・資機材の購入先、お
客様との積極的な対話を心
がけ、サプライチェーン（調
達、生産、販売の流れ）全体を
通して環境・社会面での配
慮を図っていきます。

株主・投資家
タイムリーな情報発信、説明
会やディスカッション機会
の拡充を図るとともに、双方
向のコミュニケーションを通
じてのIR活動の充実に努め
　　　ていきます。

学生・教員
未来を担う子どもたちや大
学生、その教育に携わる教員
の皆様と、「ものづくり」や
環境問題への取組みについ
てさまざまな連携・交流を
図っていきます。

従業員
従業員が長期にわたり誇りと
意欲、そして活力をもって働
き続けられるように、公平・
公正な人事処遇をもとに、各
種人事諸施策を推進してい
きます。

新日鉄
グループ

私たちは、あらゆるステークホルダーの皆様との
パートナーシップを大切にしています。
地域社会やお客様・調達先の皆様に対しては
「恒久的に信頼される会社」であることを目指し、
株主・投資家の皆様には、コミュニケーション機会の拡充と
タイムリーできめ細かい情報発信を徹底しています。
また、従業員が誇りと意欲をもって
働ける会社づくりを推進しています。
新日鉄は、地域に根ざした社会貢献活動を実践し、
これからも社会の一員として
企業の社会的責任を果たしていきます。

社会性報告3

新日鉄グループとステークホルダーププ新日鉄グループとステークホルダー3-1

地域社会とともに3-2

新日鉄は、需要家・社会からの高度化したニーズにお応えすべく、常にお客様から信頼される会社を目指して
きました。原材料の購入先との対話を心がけるとともに、グリーン購入や無梱包などの積極的な取組みを行う
ことによって、サプライチェーン（調達、生産、販売の流れ）全体を通して環境・社会面での配慮を図っています。

お客様・調達先の皆様とともに3-3

今後の方針

低炭素社会に向けての取組み、循環型社
会構築への取組みを幅広く理解していた
だくために、工場見学会の実施など地域
のさまざまなステークホルダーの方々と
の環境リレーションズを積極的に展開し
ていきます。また、地域に根ざした社会
貢献活動を実践し、社会の一員として企
業の社会的責任を果たしていきます。

『製鉄所のISO9001登録状況』『グリーン購入の例』

WEB

今後の方針

お客様・調達先と共生し、「社会から信頼
される新日鉄グループ」であることを目指
し、特に、2020年までに化学物質の生産・
使用に伴う人の健康被害および環境への
影響を最小化するとの国際合意（2002
年ヨハネスブルグサミット）に基づいて、
サプライチェーンのなかの素材メーカー
として、さらに取組みを加速していきます。
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※１　たたら製鉄
たたら製鉄とは日本古来の製鉄法で、砂鉄を原料とし、
ふいごと呼ばれる送風装置を使って木炭を燃やして鉄をつ
くる方法。6世紀後半に朝鮮半島から伝えられたといわれ、
江戸中期に技術的に完成した。明治以降、高炉による近
代製鉄法での生産が軌道に乗ったため、1923 年に商業
生産を終えた。

理解いただくため、毎夏「教員の民間
企業研修」（一般財団法人経済広報セ
ンター主催）を実施しています。2011
年は名古屋・室蘭製鉄所に小中高・高
専の教員合計46名をお迎えし、工場
見学や社員との討議を行いました。

　当社が発行する学習絵本『新・モノ
語り』シリーズは、合計10巻、累計発
行部数70万部を超えるベストセラーで
す。絵本のテーマは、地球環境を大切
にしながら豊かで快適な生活を送るこ
とや、鉄づくりを通じて科学の世界の
奥深さや楽しさを知ってもらうこと。絵
本は製鉄所見学会や展示会、科学館な
どで無料配布しているほか、当社のウェ
ブサイトからもお申し込みいただけま
す。

学校で社員による「理科出張授業」を
実施。本社においては神奈川県川崎市
立枡形中学校の「エネルギー環境ワー
クショップ」で本社環境部とプロセス
技術部の社員が、新日鉄の廃プラスチッ
クリサイクルを例に実験を交えて、鉄
鋼業の環境への取組みを紹介しました。

　2011年 8月、JAXA筑波宇宙セン
ターで「銀河教室2011」を開催しまし
た。小中学生40人が参加し、新日鉄
グループ各社が宇宙開発関連製品を展
示したほか、宇宙における鉄の生成、
身近な鉄製品とその研究開発などを紹
介しました。参加した子どもたちは国
際宇宙ステーションに滞在中の古川宇
宙飛行士と交信したり、宇宙飛行士訓
練体験をするなど、宇宙科学の世界を
存分に楽しみました。

　当社では、学生への就業体験への提
供、業務紹介などを目的に、従来から
製鉄所や研究所においてインターン
シップを実施しています。2011年度は
全国の製鉄所で165名の大学生、高専
生を2～3週間受け入れて好評を博し
ています。

　当社は教員の皆様に鉄鋼業と社会と
のかかわりや、ものづくりの大切さをご

JAXA筑波宇宙センターで開催された銀河教室2011

名古屋製鉄所での研修の様子

　新日鉄は、子どもたちにものづくりの
魅力をより深く知っていただくため、
1000年以上の歴史をもつ日本独特の製
鉄法である「たたら製鉄※1」の操業実
験を全国各地で行っています。
　2011年は8月から11月にかけて室
蘭・名古屋・広畑・八幡の各製鉄所や
その周辺で「たたら製鉄」の操業実験
を行い、ものづくりの楽しさを体験して
いただきました。

　当社は地域に根ざした特色ある環境
教育支援・ものづくり教育活動を展開
しています。
　2011年 8月、君津製鉄所で「理科
実験教室・理科屋台」を開催し、若手
社員が小中学生に鉄の魅力や電気の起
こる仕組みなどを紹介しました。また、
大分製鉄所は2007年から近隣の小中

「たたら製鉄実験」で
ものづくりの魅力を伝える

地域に根ざした教育支援

名古屋製鉄所で行った「たたら製鉄」の様子

銀河教室で
宇宙と鉄のつながりを知る

絵本『新・モノ語り』
シリーズが大好評

教員の民間企業研修で
鉄鋼業への理解を深める取組み

インターンシップ

枡形中学校での実験

　2011年度は、全国6地域7都市に
おいて、計12回の説明会並びに製鉄所
見学会を行い、約2,300名の個人株主
が来訪されました。
　単元株以上保有の株主を対象とした
見学会には、全国から多数の応募をい
ただき、君津・名古屋・広畑の各製鉄
所に抽選で約600名の株主の来訪があ
りました。

　当社IRサイトでは、当社へのご理解を
より一層深めていただくため、個人投資
家向けのページを設け、これまで以上に
多くの皆様からアクセスしていただいて
います。具体的には、IRサイト「投資家・
株主情報」にて、業績ハイライトや決算
説明会資料などを掲載しています。
　また、単元株以上保有の株主全員に
お送りしている株主通信の紙上では、社
長からのメッセージや当社を取り巻くさ
まざまなニュースなどを、親しみやすく、
わかりやすくをモットーにご紹介してい
ます。

個人株主向け
説明会・製鉄所見学会の実施

情報発信の充実

　当社では、2007年より、新たに当社
株主となられた皆様方に、また2008
年からは、買い増ししてくださった株主
の皆様方に対し、お礼状を送るととも
にアンケートを実施しています。2011
年度は4万人の皆様に新規購入・買い
増しをしていただき、2012年3月末に
は、個人株主数が40万人となりました。
アンケートのお声も今後のIR活動の参
考とさせていただきます。

新規・買増株主の皆様方への
お礼状送付とアンケート実施

発行済株式総数
6,806,980千株

株主総数
407,504名

金融機関 
2,369,584
（34.8%）

個人
1,526,364
（22.4%）

一般法人他
1,249,602
（18.4%）

外国人
1,157,343
（17.0%）

自己株式
504,087
（7.4%）

■当社株式構成（2012年3月末）（単位：千株）

絵本『新・モノ語り』シリーズ

製鉄所見学会の様子（室蘭製鉄所）

3.社会性報告

新日鉄は、未来を担う子どもたちや学生、その教育に携わる教員の皆様と積極的に交流し、
「ものづくり」の大切さや環境への取組みを知っていただこうと、さまざまな活動を
行っています。また、インターンシップにも積極的に取り組んでいます。

未来を担う子どもたち・学生とともに3-5

新日鉄は、株主・投資家の皆様へのIR活動（Investor Relations：株主・投資家向け広報活動）
に積極的に取り組んでいます。国内外機関投資家向けのIR説明会やディスカッション、個人株主
の皆様を対象とした説明会・製鉄所見学会、ホームページ、アニュアルレポート、株主通信などを
通じたきめ細かい情報発信により、IR活動の充実に努めています。

株主・投資家の皆様とともに3-4

今後の方針

地球温暖化問題への取組みや循環型社会
構築への貢献を、小・中・高校生など若
い世代に理解してもらう活動を今後も継
続して推進していきます。また、全国の
学生を対象にしたインターンシップにも
積極的に取り組んでいきます。

株主通信
『株主の皆様へ』

2012年3月 統合会社の会長社長記者会見（左:
会長兼CEO 宗岡正二 右:社長兼COO 友野宏）

　新日鉄と住友金属工業（株）は2011
年9月に統合基本契約を締結し、その
後、両社社長を共同委員長とする統合
準備委員会等において協議を継続して
きましたが、2012年10月1日に両社が
経営統合することについて最終合意しま
した。4月27日には株式交換契約及び
合併契約を締結し、6月26日の株主総
会で承認されました。統合会社「新日鐵
住金（株）」は、両社が培ってきた「優
れた経営資源の結集と得意領域の融合」
を徹底的に追求することに加え、「国内生

住友金属工業（株）との経営
統合に関する最終合意の成立

産基盤の効率化と海外事業の拡大」など
の事業構造改革も加速化します。これら
を早期に実現することで、スケール、コ
スト、テクノロジー、カスタマーサービ
ス等、すべての面でレベルアップした、「総
合力世界No.1の鉄鋼メーカー」を目指
していきます。

■ 「総合力世界No.1の鉄鋼メーカー」の誕生

今後の方針

ン機会の拡充を図りながら、株主の皆様
に長期安定的に株式を保有していただけ
る環境づくりに努めていきます。

当社の経営方針や取組み状況を株主・投
資家の皆様にご理解いただくため、情報
開示の充実とタイムリーで有用な情報発
信を継続するとともに、コミュニケーショ

商品開発、プロセス技術

技術先進性

グローバル生産規模6,000万～7,000万㌧

グローバル展開

年率1,500億円規模の統合効果
＋通常コスト削減

コスト競争力

“NSSMC”
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●シニア雇用制度
　当社は、定年退職後の再雇用制度である
シニア雇用制度を、厚生年金定額部分の支
給開始年齢引上げにあわせて2003年度に
導入しました。その後も、一人ひとりがより
意欲高く働ける仕組みとなるように必要な
制度改定を行い、2012年4月時点で、約
1,000名の方が再雇用されています。
●その他諸制度
　本人の療養、家族の介護、子の育児を行
う際に利用可能な福祉休暇制度や、従業員
のライフステージにあわせた福利厚生施策
（住宅融資制度など）など、従業員が長期に
わたり安心して働ける環境をつくるための
諸施策を実施しており、パンフレット配布な
どを通じて従業員への啓蒙活動を行ってい
ます。2012年4月には、1年未満のボラン
ティア休暇制度を新設し、併せて福祉休暇
制度の適用範囲に短期ボランティア活動を
追加しました。

　当社は、従業員が安心して働ける環境
を提供するため、さまざまな制度・施策
を実施しています。
　さらに現場活性化施策として、パート

ナーである協力会社各社も一緒に参加
する「技能トライアスロン大会」や「新日
鉄グループものづくり現場力向上JK※1

大会」を開催しています。

　当社は、「安全は収益・生産・コスト
の全てに優先する、当社として最も大切
な企業理念である」との基本認識のもと、
安全で安心できる職場づくりのために
以下のような取組みを行っています。

　労働安全衛生マネジメントシステム
(OSHMS)に基づき、リスクアセスメントによる
危険性・有害性の排除を継続するとともに、
チェック&アクション（社内評価）を繰り返すこと
で、労働安全衛生水準の一層の向上を図って
います。2008年からは協力会社でも同様な
仕組みの構築・促進を図る取組みを推進し
ています。

ンググループ体制や各製鉄所の特徴に応じ
た安全対策の実行により、迅速かつ効率的に
推進しています。

　安全最優先の意識の一層の浸透を図るた
めに、本社と製鉄所や協力会との対話、本社
内関係部署との対話、製鉄所内各階層での対
話等を定期的に実施しています。安全活動
の活性化支援として、従来の製鉄所全体表
彰に加え、新たに現場単位での社長表彰を
設けました。さらに2010年以降、「全社安全
衛生小集団活動発表大会」を開催しています。

　従業員に対する保健指導を強化するとと
もに、メンタルヘルスについても早期発見や
適切な対応に向けた取組みを継続的に推進
しています。また、アスベスト対策としては、

当社は従来から法令に則り対応し、2009年
度末には、暴露性がないものを除き、代替化
は完了しました。また、相談窓口を設けて社
員・OBに対し健康相談を実施しており、今
後も継続して適切に対応を進めていきます。

　2009年以降、本社に安全推進部を設置す
るとともに、各製鉄所長直下に安全衛生部門
を部組織として設置し、現場への支援強化と
全社課題の展開に取り組んでいます。
　各箇所の重点職場や協力会社・グループ
会社に対して個別に活動支援を行うととも
に、当社・協力会社の安全専任者を育成・認
定し配置を進め目の行き届きづらいエリアの
安全管理を強化しています。
　教育面では現場のキーマンであるライン
管理者に対する安全衛生教育を当社・協力
会社・グループ会社まで実施しています。
危険体感教育は各製鉄所の施設の充実を図
り各社従業員の危険感性の向上に繋げてい
ます。
　危険・有害要因の排除を徹底するために、
リスクアセスメントの取組みを推進していま
す。重大リスク対策については全社ワーキ

　新日鉄は、多様な価値観や個性を尊
重し活かすことで、豊かな価値の創造・
提供を行っていきます。
　また当社は、日本経団連が定める「企
業行動憲章」を社内規定の一部として包
含しており、その内容である10原則を遵
守し、「企業の社会的責任（CSR:Corporate 
Social Responsibility）」への社会的関心の
高まり、経済のグローバル化に伴う人
権問題などに十分配慮しつつ事業活動
を展開しています。

　当社は、「ものづくりは人づくりから」
との観点から「人材総合力の強化」に積
極的に取り組んでいます。具体的には、
各部門・階層で求められる能力・スキ
ルを明確化し、上司ー部下間で育成につ
いて対話を図りながら、計画的にOJTを
実行することを基本とし、それを支える
ものとして、階層別研修、部門ニーズに
基づく各種目的的OFF-JTを実施してい
ます。2007年4月からは、職場における
人材育成責任者を明確にする役職制度
改正を実施しています。
　人事処遇制度については、こうした
人材総合力の強化を推進できるように、
すべての従業員に公平であり、一人ひ
とりの活力・意欲を引き出すよう心が
けています。

●次世代支援
　当社は、2005年4月の次世代育成支援対
策推進法の全面施行を踏まえ、従業員が仕
事と子育ての両立を図れるよう推進してい
くこととし、両立支援に資する勤務制度の
見直しなど具体的な施策を展開しています。
その一貫として、次世代育成支援対策推進
法に基づき2010年3月に次世代育成のため
のアクションプログラムである第三期行動
計画を策定し、2010年6月には育児・介護
休業法の改正を踏まえ、育児のための短時
間勤務制度の導入や看護休暇の日数増等を
実施しています。また、女性社員のさらな
る活躍や従業員の年休取得を推進する活動
にも、社を挙げて取り組んでいます。

人権尊重

人材育成・人事処遇

※ 1　JK
自主管理活動の略。社員の自己実現、技術伝承を図る
ことを狙いとした小集団単位の自発的改善活動。

製造現場で活躍する女性社員

技能トライアスロン
大会の様子

安全衛生・健康管理への取組み

●労働安全衛生マネジメントシステム
　のレベルアップ　

●規律ある風通しの良い職場づくり
   （職場活性化支援）

●健康管理への取組み

●安全推進組織の強化、活動支援、
　設備の本質安全化

社長安全表彰式

安全専任者によるパトロール状況

　新日鉄は、グリーン購入の取組みを促
進するために1996年に設立されたグ
リーン購入ネットワーク（GPN）に発足当
時から参加しています。産・官・学や、
地方自治体、NGOなどさまざまな主体
と連携して、環境負荷の小さい製品や
サービスの優先的購入を進めるための
仕組みづくりを率先して進めています。
また、世界でのグリーン購入と環境配慮
型製品・サービスの開発・普及を目的
に2005年に発足した、国際グリーン購
入ネットワーク（IGPN：代表 山本良一東京
大学名誉教授）にも参加しています。

　1989年より、宮城県気仙沼市の牡蠣・
帆立の養殖業者で、NPO法人「森は海の
恋人」の代表でもある畠山重篤氏(2012年
国連フォレストヒーロー受賞)を中心とし
た漁師が、森・里・海の連環が海の恵み
を育むとの学説のもと、気仙沼湾に流れ込
む大川の上流にある岩手県の室根山に木
を植える「森は海の恋人」運動を始めまし
た。当社は、積極的にこの活動に参加して
います。東日本大震災により、この活動の
中断が危惧されましたが、2012年6月には
24年目を迎え、学生や社会人など約1,350
名の参加により無事継続し、当社社員もボ
ランティアで植樹祭に参加しました。

GPNの取組み NPO法人「森は海の恋人」との連携

森は海の恋人植樹祭（2012年6月）

関係諸施策

新日鉄は、従業員が長期にわたり安心し、活力をもって働き続けられるように、公平・公正な人事処遇を
もとに、各種人事諸施策を推進しています。2004年に社員行動指針を定め、従業員一人ひとりが共有
すべき価値観や行動規範を分かりやすく示しました。また、当社・協力会社・グループ会社の従業員が
安全で安心して働くことのできる職場をつくるために、安全衛生の諸施策を推進しています。

従業員とともに3-6

環境・エネルギー問題への対応や循環型社会構築のためには、企業、行政、学界、市民がそれぞれ
の枠に留まらず、立場や国境を超え、私たちの子孫のために考え、行動することが必要です。新日
鉄は、国際社会や地域社会のさまざまな団体との環境リレーションズを積極的に展開しています。

社外団体・NGOとともに3-7

3.社会性報告
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■ 労働災害発生頻度（度数率※）

※度数率：休業災害件数÷労働延時間×1,000,000
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『労働安全衛生マネジメントシステム』

WEB

今後の方針

活力あふれる職場づくりを目指して、各
種の対話や年休取得日数の向上などによ
る人事諸施策の推進、および安全で健康
な職場環境の整備に積極的に取り組んで
いきます。

今後の方針

開かれた企業を目指して、省エネルギー・
環境保全や人材育成の取組み、循環型社
会構築への参画について、国際社会、地
域社会のさまざまな団体・NGOの方々へ
の理解活動を積極的に展開していきます。

全社JK大会での様子

『社外団体との関係の例』

WEB

ー全産業ー製造業ー鉄鋼業ー新日鉄



表彰名 主催 対象
TPM優秀継続賞 日本プラントメンテナンス協会 サイアム・ユナイテッド・スティール（タイ）

日本科学技術連盟　石川馨賞 日本科学技術連盟 北海製鉄（株）　JKサークル　「配合槽下の落炭防止対策」
第4回　ものづくり日本大賞　特別賞 経済産業省ほか 原油タンカー用高耐食性厚板NSGP®-1の開発と実船適用
第58回　大河内賞　大河内記念生産賞 大河内記念会 コークス炉化学原料化法による一般廃プラスチックの再資源化技術

ベストパートナー賞 （株）東芝 表面処理鋼板、電磁鋼板などを中心とした高級鋼の安定供給など
大谷美術館賞 大谷美術館 COR-TEN®鋼の“さ美”を活かしたIRONHOUSE

市村産業賞　本賞 新技術開発財団 LSI用高機能銅ボンディングワイヤ（EX1）の開発

第16回　防災まちづくり大賞　総務大臣賞 消防科学総合センター住宅防火対策推進協議会 日鉄住金建材（株）　仙台製造所　築山

平成24年度文部科学大臣表彰　科学技術賞 文部科学省 高環境適合性自動車燃料タンク用鋼板「エココート®-S」
平成24年度全国発明表彰　発明賞 発明協会 高耐食性を有するZn-Al-Mg-Si合金めっき鋼板の発明（商品名：スーパーダイマ®）

半導体オブ・ザ・イヤー電子材料部門　優秀賞 半導体産業新聞 6インチ口径炭化ケイ素シリコン（SiC）ウェハ

社外からの主な表彰一覧 （2011年度）
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使用可能な高強度な還元鉄を製造する
技術を開発しました。ゼロエミッション
化で省エネ・省資源を実現しています。

　新日鉄住金ステンレス（株）が開発した
NSSC FW®シリーズはステンレス発明
以来の画期的な技術革新です。錫

すず

の微
量添加によりステンレスの基本元素であ
るクロム、ニッケル（レアメタル）を削減し
つつも、広い用途に使用できる耐食性、
加工性をもっています。

　新日鉄エンジニアリング（株）と日鉄
トピーブリッジ（株）は、JFEエンジニア
リング（株）と共同で海上の厳しい腐食
環境にさらされるジャケット式桟橋の
期待耐用年数を100年とする防食工法
技術を開発しました。羽田空港D滑走
路桟橋では従来工法に比べ初期投資額
を同等に抑えながら、100年間のライフ
サイクルコストを80％低減することに
成功しました。

　日本の産業・文化の発展を支え、豊か
な国民生活の形成に大きく貢献してきた
ものづくりを表彰する「第4回ものづくり
日本大賞」において、当社グループでは内
閣総理大臣賞をトリプル受賞しました。

　新日鉄は、従来リサイクルが困難だっ
た亜鉛やアルカリを多く含む劣質な製鉄
ダストから、回転炉床式還元炉（RHF）を
用いて、亜鉛原料を分離回収し、高炉で

　新日鉄グループは2011年12
月、東京ビッグサイトで開催さ
れた日本最大級の環境展示会
「エコプロダクツ2011」に多彩な
製品・技術を出展しました。今
回の展示テーマは「いのちとくら
しを支え、社会の持続可能な発
展に貢献する新日鉄グループ」。

エコプロセス、エコプロダクツ®、
エコソリューションの“3つのエ
コ”を通じた環境・エネルギー
問題への取組みを展示するとと
もに、被災地の復旧・復興とま
ちづくり支援の一端を紹介し、
小学生から大人まで幅広く来場
者の関心を集めました。

「エコプロダクツ2011」に出展

メセナ活動
　当社は公益財団法人新日鉄文化財団を通
じて、紀尾井ホール（東京都千代田区）のレジ
デントオーケストラ「紀尾井シンフォニエッタ
東京（ＫＳＴ）」を支援しています。ＫＳＴは第
一線で活躍する器楽奏者や主要オーケストラ
の首席奏者などにより構成され、これまでも
国内のみならず欧州や韓国などで海外公演を
行い、高い評価を得ています。
　日米桜寄贈100周年を迎えた2012年4月、
ＫＳＴは米国の首都ワシントンの国立美術館
「ナショナル・ギャラリー・オブ・アート」より
正式招聘され、桜寄贈100周年の祝賀と、東日
本大震災による被災に対する米国からの支援
への感謝を表す目的で、ワシントンを含む米
国東海岸４大都市で公演しました。また、ボ
ストンでは自閉症児特別支援学校でアウト
リーチ活動も行いました。なお、本公演収入
はすべて東北地方の音楽教育支援活動に寄
付されることになっています。

　広報誌『NIPPON STEEL 
MONTHLY』に連載してい
る「ものづくりの原点―科学
の世界」を再編集した『鉄と
鉄鋼がわかる本』（日本実業
出版社発行、A5判オールカ
ラー、1,890円）が、2004年
の初版発行から累計で5万
部を突破し、理工書全般で
は類を見ないベストセラー
となっています。同シリー
ズの『鉄の未来が見える本』

『鉄の薄板・厚板がわかる
本』も大変好評で、増刷を重
ねています。
　本シリーズは、図版を多
用し製鉄工程や主な鉄鋼製
品をビジュアルでわかりや
すく紹介するだけでなく、
「錆との勝負」「高度な解析
技術」「鉄鋼原料」などさまざ
まな視点から鉄づくりに込
められた科学技術を解説し
ています。

『鉄と鉄鋼がわかる本』シリーズ
鉄づくりを知る図解本

3.社会性報告

ハーバード大学・サンダース・シアターでの公演

ボストン東スクールでの
アウトリーチ活動の様子

ハイテンのサンプル展示

3.社会性報告社会会性報

3.社会性報告

第4回ものづくり日本大賞
内閣総理大臣賞で
トリプル受賞

劣質製鉄ダストを原料として
鉄鋼生産を行う
リサイクルプロセスの開発

1. 

レアメタルを画期的に削減した
次世代ステンレスの開発

2. 

ジャケット式桟橋の
長期防食工法システムの開発

3. 

さまざまなコミュニケーション活動
33

社外からの表彰

　日鉄住金建材（株）の防災商品「ノンフ
レーム工法®」が「エコプロダクツ大賞国土
交通大臣賞」（エコプロダクツ大賞推進協
議会）と、「グッドデザイン・サステナブ
ルデザイン賞　経済産業大臣賞」（公益
財団法人日本産業デザイン振興会）の2つ
の大臣賞を連続受賞しました。
　ノンフレーム工法®は、斜面の安定した
基岩層まで補強材とよばれる鋼棒を打ち

込み、さらに支圧板同士をワイヤーで連
結して斜面を安定させる技術です。「樹
木の根がもつ、がけ崩れ防止効果」をヒン
トに開発し、自然環境や景観を保ちながら
がけ崩れ対策が図れるという、これまでに
ない画期的な斜面防災工法です。
　今回の受賞では、ノンフレーム工法®が
有する「人と自然が共生し、森林保全と斜
面防災を両立させる」という効果が高く評

価されました。今後も樹木を伐採しない
斜面安定化工法として、省資源化、破棄
物発生抑制、地球温暖化防止などの高い
環境負荷低減効果が期待されます。

日鉄住金建材の防災商品「ノンフレーム工法®」が
2つのコンテストでの大臣賞連続受賞

名古屋製鉄所の
ゼロエミッションの
取組みが2012愛知環境賞
金賞を受賞
　当社は循環型製鉄所を目指し、製鉄イ
ンフラを最大限活用したリサイクル・ゼ
ロエミッションを全社で推進しています。
名古屋製鉄所では、製鉄過程で発生し、
これまでリサイクルが困難であったス
ラッジ類などの廃棄物の完全リサイクル
技術を開発・実用化し、一貫製鉄所での
ゼロエミッション体制を確立しました。
これにより、廃棄物の大幅な削減ととも
に、製鉄業をはじめとする幅広い業界へ
の波及効果が期待できることが高く評
価されました。
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今までリサイクルにはどのようなものがあるのかよくわか
っていなかったが、『環境・社会報告書2011』を読んでみ
て、多くのリサイクルが存在し、廃タイヤや木を伐採した
後に出る枝葉などもリサイクルされているということがわ
かった。

ご意見

当社は、まず自社内のリサイクルに徹底して取り組んでお
り、社内で発生するスクラップや副産物の約99％を回収し
再利用しています。また、社外で発生した廃プラスチック、
廃タイヤ、間伐材などを資源やエネルギーとして有効に活
用しています。さらに、エネルギーについても排熱や副生ガ
スの回収による発電を行い所内で発電する電力全体の約
81％を賄っています。本報告書P26・27をご参照ください。

編集部より

特に印象に残っている記事 （上位10項目）

1位 特集『鉄がつくる、地球の未来』（2）
2位 巻頭コラム「鉄の惑星」=地球（1）
3位 地球温暖化対策の推進（5）
4位 エネルギーと資源の循環・環境側面（4）
5位 環境リスクマネジメントの推進（6）
6位 循環型社会構築への参画（3）
6位 震災関連記事（-）
8位 環境マネジメントシステムの推進（-）
9位 環境・エネルギーソリューションの提供（10）
10位 コンプライアンス（-）

※（  ）内は前年度の順位。

※なお、ご意見・ご感想は誌面の都合上、ご趣旨を損ねない範囲で一部割愛・
　要約などを行い掲載させていただきました部分がありますことをご了承ください。

昨年度版の『環境・社会報告書2011』に対して、
たくさんの貴重なご意見・ご感想をいただきました。
本年の企画・編集の参考にさせていただきましたことを、
厚く御礼申し上げます。この欄では、読者の皆様からのご意見・
ご感想の一部をご紹介させていただきます。

読者の皆様からの反響と対応

とても多くの“伝えたいこと”があることは理解しましたが、文章量がとても多いため、
メッセージが伝わりにくく感じました（報告書なので、情報優先は仕方ないかもしれませんが）。

後半の基本報告では特に報告する内容
も多く、また内容の正確さを期すために
も文章量が多くなりがちですが、グラフ
や図表、写真も多用してできるだけ視覚
的、直感的にわかるよう心掛けていま
す。また、全体のページ数を削減するた

め、データ集を当社ホームページ上に掲
載していますので理解の一助としてご
覧ください。今後はさらにできるだけわ
かりやすい内容とするよう努めてまいり
ます。本報告書Ｐ22からの基本報告を
ご参照ください。

編集部より

ご意見

環境家計簿の取組みは当社単独の取組
みではなく、自主行動計画の一環とし
て、日本鉄鋼連盟全体として取り組んで
います。日本全体では民生部門の取組
みが遅れているなかで、世界一のエネ
ルギー効率を誇る日本の鉄鋼業として

もCO2削減に繋がる省エネ意識を従業
員の皆さんにもってもらう取組みとし
て、2008年からシステム運用を開始し
たものです（2003年に100世帯からはじめ徐々
に拡大してきました）。本報告書Ｐ30をご参
照ください。

編集部より

新日鉄の社員が毎月の使用エネルギー実績を入力していることに興味をもった。新日鉄
では、本社・支店・各製鉄所において全社の「環境家計簿システム」に家庭で使用した毎
月のエネルギー実績を入力している。会社内での省エネの取組みはどの会社でも見られ
るが、省エネ対策の範囲を家庭にまで広げているのはめずらしい取組みだと思った。

ご意見
内容が充実しており、わかりやすかっ
た。あえて言うならば、従業員の声な
どをもっと聞いてみたいと感じた。

ご意見

2011年版は従来に比べて多くの従業
員に登場してもらい、本報告書ではグ
ループ会社の従業員も登場しました。
今後もできるだけ多くの従業員が生
産、開発、営業等の現場からの声を発
信していく考えです。本報告書Ｐ13
をご参照ください。

編集部より

Third Party Opinion

第三者意見

大島 礼治
法政大学デザイン工学部
システムデザイン学科教授

　1998年に国内鉄鋼業で初めて発行
された新日鉄の環境報告書も本号で
15回を数えましたが、本年10月に住
友金属工業（株）と経営統合すること
から、『環境・社会報告書2012』は、
新日鉄として発行する最後の報告書
となります。
　そこで、今回は、「新日鉄グループ
のエコ・イノベーション」と題する特
集を組み、137億年の鉄の歴史と、
1970年の新日鉄誕生以降のエコ・イ
ノベーションの歴史を振り返ることと

しました。エコプロセス（つくるときか
らエコ）、エコプロダクツ®（つくるものが
エコ）、エコソリューション（提案・解決
がエコ）という「3つのエコ」の視点から、
これまで新日鉄グループが挑んでき
た環境への取組みについて、40年の
足跡を追うとともに、現在のわたした
ちの暮らしをさまざまな形で支えてい
る新日鉄グループの製品等について
イラストを交えてわかりやすく描いて
みました。本年、わが国は、エネルギー
基本計画や地球温暖化の中期目標を
見直すことになっていますが、「3つの

エコ」で取り組む鉄日鉄グループのエ
コ・イノベーションにも関心をもって
いただければ、幸甚です。
　本年10月からは、新日鉄住金（株）
に生まれ変わりますが、エコ・イノ
ベーションをさらにしっかりと受け継
ぎ、持続可能な社会の構築に貢献しな
がら、新たな歴史を築いていく所存で
す。また会社として、ますます充実し
た発信に努めてまいりますので、読者
の皆様の率直なご意見・ご感想をお
聞かせいただきますよう、宜しくお願
いいたします。

編集後記

　いつの時代においても生活の中心にある鉄は未来に

おいても大きな役割を担う素材であることは間違いあ

りません。新日鉄が推進している3つのエコ（エコプロセス、

エコプロダクツ®、エコソリューション）もグループ各社に浸透

してきており、確実に成果が出てきています。今年度の

環境・社会報告書は、素人にも理解できるようにわかり

やすく表記されていて好感のもてる報告書となりました。

　ここでは、本業の製鉄以外で社会的な問題を解決し
た事例に関してコメントしたいと思います。

　まずは容器包装などの廃プラスチックをコークス炉

の設備を利用してリサイクルするシステムです。サー

マルリサイクルとは異なり、ピュアな素材に戻すことも

含め100%再資源化するケミカルリサイクルとして、

「グッドデザイン賞・金賞」を受賞したことは評価でき

ます。現在、5ヵ所の製鉄所で全国から回収される容器

包装プラスチックの約3割にあたる約20万トンを処理し

ていますが、このケミカルリサイクル手法は容器包装以

外のプラスチックにも適用できますので、社会システム

として構築していただきたいと思います。

　また、廃タイヤのリサイクルも、製鉄プロセスを使い、

廃タイヤを原燃料として利用し、発生したガスを燃料と

して再利用しながら、芯材に使用されているスチールを

回収するという発想は驚きに値するものです。「エコプ

ロダクツ大賞経済産業大臣賞」を受賞したのもよくわか

ります。自然発火する廃タイヤは多くの自治体の悩み

でもあり、これが解決できるとなれば業界を越えた横断

的なリサイクル技術となるでしょう。

　ノンフレーム工法®は、従来のコンクリートで覆う工

法と大きく異なり、斜面に自生する樹木を伐採せずに支

柱を基岩層まで埋め込み、ワイヤーで支柱同士を連結す

る工法です。樹木の成長とともに根が支柱に絡み強度

が増すことで、森林保全と斜面防災を両立させる斜面安

定化工法として「エコプロダクツ大賞国土交通大臣賞」

と「グッドデザイン・サステナブルデザイン賞、経済産

業大臣賞」の2つの大臣賞を受賞したことは正しく評価

されたものと思います。

　全国の製鉄所で実施してきた宮脇先生ご指導の「郷
ふ る

土
さと

の森づくり」は700ヘクタールにも及ぶ広大な森を形成

してきました。しかし、もうひとつの森である海の森は

深刻な状況にあり、日本各地で発生している磯焼け現象

の海岸線は5,000キロメートルに亘って起きています。

その一因とされる鉄分不足の供給として、鉄鋼スラグを

利用した「ビバリー®シリーズ」は興味深いものがありま

す。特に転炉系製鋼スラグと間伐材などをチップ化し

て発酵させた人工腐植土を混合したビバリー®ユニット

は、磯焼けした海域から藻場を取り戻すことでしょう。

　このように本業の製鉄以外でも大きな成果が出てい

ます。

　言うまでもなく鉄は安定した素材であり、人類は

4000年の間リサイクルしてきた実績があります。そし

て私たちの体には無くてはならない元素であり、生物全

体のバランスを維持していることを改めて認識する必

要があります。日本の鉄鋼業界は日々の努力によって

高効率な製造プロセスを開発してきた事実に自信をも

つべきであり、次なる世代に受け渡す使命があります。

自動車の軽量化と安全性の向上に欠かせないハイテン
（高強度鋼板）や電磁鋼板はさらなる進化を遂げるでしょ

う。また海外への省エネ技術移転は世界的なCO2の削

減に繋がりますし、日本の技術輸出に貢献するものと考

えています。

　今回の環境・社会報告書は新日鉄として最後の報告

書となりますので、社員一人ひとりが意識を共有し、持

続可能な未来に貢献していただけることに期待してい

ます。



FAX.03-6867-4999『新日本製鐵　環境・社会報告書 ̶Sustainability Report̶ 2012』へのご意見・ご感想
新日本製鐵（株）　環境部

『新日本製鐵 環境・社会報告書 2012』をご覧いただき、ありがとうございました。
今後の環境・社会活動および報告の改善、充実を図るために、皆様のご意見を反映していきたいと思っております。

Q2 当社の環境・社会への取組みについて、ご意見、ご要望をお聞かせください。

Q1 新日鉄の『環境・社会報告書』について、どのようにお感じになりましたか。
全体をとおして
□ 5点…大変良い □ 4点…良い □ 3点…普通 □ 2点…あまり良くない □ 1点…良くない
わかりやすさ・読みやすさ
□ 5点…大変良い □ 4点…良い □ 3点…普通 □ 2点…あまり良くない □ 1点…良くない
内容の充実度
□ 5点…大変良い □ 4点…良い □ 3点…普通 □ 2点…あまり良くない □ 1点…良くない

ご協力ありがとうございました。さしつかえなければ下記もご記入ください。
お名前 （フリガナ）

ご住所 　〒

ご職業・勤務先

こちらの向きに
お入れください

ご連絡先（電話番号・メールアドレスなど）

ご記入いただいた内容は、弊社で集計し、今後の報告書の充実のために活用させていただくとともに、弊
社発行物（弊社ホームページを含む）に掲載させていただく場合がありますが、特定の個人を識別できる
情報は掲載いたしません。個人情報に関しては、弊社の「個人情報管理規定」に則って、厳重に管理を行
い、必要に応じて次年度以降の本報告書送付などのために利用いたします。なお、本アンケートの集計
業務を、弊社規定により選定した第三者に委託する場合があります。

2012年10月1日に住友金属工業（株）と経営統合して新日鐵住金（株）となりますが、引き続きご意見・ご感想を承りますのでよろしくお願いします。

Q3 特に印象に残っている記事はございましたか。（複数回答可）
□トップステートメント　　□経済性報告　　□特集　「新日鉄グループのエコ•イノベーション」　　□コーポレート・ガバナンス　　
□コンプライアンス　　□環境経営計画　　□2011年度の目標と実績　　□エネルギーと資源の循環・環境側面　□地球温暖化対策の推進
□循環型社会構築への参画　　□環境リスクマネジメントの推進　　□環境マネジメントシステムの推進　　
□環境・エネルギーソリューションの提供　　□新日鉄グループとステークホルダー　　□地域社会とともに　　
□お客様・調達先の皆様とともに　　□株主・投資家の皆様とともに　　□未来を担う子どもたち・学生とともに　　□従業員とともに　　
□社外団体・NGOとともに　　□さまざまなコミュニケーション活動　　□社外からの表彰　　□第三者意見　　□特になし

Q4 今後さらに充実すべき点、改善すべき点、詳しく知りたい点がございましたらお聞かせください。

来年度の報告書の送付を希望されますか?　□ 希望する　□ 希望しない

FAX先
 0

3-6
8
6
7-49

9
9

郵送先
〒100-8071 
東京都千代田区丸の内2-6-1
新日本製鐵（株） 環境部

ご意見・ご感想をお聞かせください。

Q5 あなたのプロフィールについてお聞かせください。
年代 □ 10代 □ 20代 □ 30代 □ 40代 □ 50代 □ 60代 □ 70代以上　
性別 □ 男性 □ 女性

どのようなお立場でお読みになられましたか。　
□ 株主・投資家の方 □ 当社と取引関係にある方 □ 政府・行政関係の方 □ 環境NGO関係の方　
□ 報道関係の方 □ 企業の環境担当の方 □ 研究者・学生の方 □ その他（　　　　）


